
 

 
平成26年3月14日 

各      位 
会 社 名  株式会社アイレックス 
代表者名  代表取締役社長 畑  徹 

（JASDAQ・コード6944） 
問合せ先  
常務取締役 管理本部長 榎 恒久 
電話03-3245-2011 

 

（再訂正）「平成21年3月期 決算短信」の一部再訂正について 

 

当社は、平成21年5月15日付けにて発表した表記開示資料について訂正がありましたのでお知らせします。 

 
記 

 

１．訂正の理由及び経緯 
当社は、平成25 年 4 月 1 日付「適切な会計処理が行われていなかった可能性についてのお知らせ」に記載しま

した通り、適正な会計処理が行われていなかった可能性を受け、第三者委員会を設置し、同年 6 月 10 日付「第三

者委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」で公表しました通り、第三者委員会からの調査報告書を踏まえて、

同日付で有価証券報告書及び四半期報告書の訂正報告書を関東財務局に提出しました。 

今回、前述の過年度の当該訂正報告書等について、平成25年10月から、証券取引等監視委員会による検査を受

けていた中で、過年度の仕掛品勘定、ソフトウェア仮勘定の資産性等について疑義を呈され、平成 25 年 11 月 15

日付「不適切な会計処理が行われていた可能性についてのお知らせ」で公表しました通り、社内確認により、過年

度の仕掛品の一部に資産性のないものが計上されていたことが発覚したことから、過年度の不適切な会計処理を徹

底調査するため、第三者委員会を改めて設置し、平成21年1月から平成25年9月までの期間を対象期間とし、子

会社3社も含めた全取引について調査を実施いたしました。 

今回の第三者委員会による調査の結果、平成26 年 3 月 7 日付「第三者委員会の調査報告書受領に関するお知ら

せ」で公表しましたとおり、①締め後売上、②工事進行基準売上、③ソフトウェア仮勘定及び④仕掛品の会計処理

について不適切な会計処理があったことが判明いたしました。 

 平成25年4月から6月に実施した、前回の調査は、不適切な会計処理を行った担当者へのヒアリングを行い、 

当該不適切な会計処理の調査対象期間の特定を行いましたが、今回、過年度に前述の不適切な会計処理があったこ 

とが判明しており、調査対象期間と調査対象範囲が十分でなかったことが明らかとなりました。当時の調査が不十 

分で、これまでの認識不足を反省しますとともに、株主、投資家の皆様をはじめとする関係者の皆様には、多大な 

るご心配とご迷惑をおかけいたしますことを深くお詫び申し上げます。 

 
 
２．訂正の内容 

訂正箇所が多数に及ぶため、訂正後及び訂正前の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には、  を付して表示

しております。 
 
 

 



平成21年５月15日

  

  

1. ２１年３月期の連結業績（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

  

  

  

  

2. 配当の状況 

  

3. ２２年３月期の連結業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

  

(訂正後) 平成２１年３月期 決算短信
 

上 場 会 社 名 株式会社アイレックス 上場取引所 ＪＱ
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代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)馬場 芳彦
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有価証券報告書提出予定日 平成21年６月26日
 

(百万円未満切捨て)
 

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

２１年３月期 7,365 △28.4 358 △52.7 313 △54.9 1,067 ―

２０年３月期 10,288 △5.9 756 131.0 695 172.7 △1,621 231.3
 

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

２１年３月期 36.28 17.38 △373.0 9.2 4.3

２０年３月期 △55.12 ― △3,804.8 12.6 7.4
 

(参考) 持分法投資損益 21年３月期 ―百万円 20年３月期 ―百万円
 

(2) 連結財政状態
 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

２１年３月期 2,392 319 9.5 △46.70

２０年３月期 4,418 △703 △18.1 △81.55
 

(参考) 自己資本 21年３月期 226百万円 20年３月期 △ 798百万円
 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
 

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

２１年３月期 253 1,391 △1,575 666

２０年３月期 816 △598 △555 595
 

１株当たり配当金
配当金総額 
(年間)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)(基準日)

第１ 
四半期末

第２ 
四半期末

第３
四半期末

期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年３月期 ─ 0.00 ─ 0.00 0.00 ― ― ―

21年３月期 ─ 0.00 ─ 0.00 0.00 ― ― ―

22年３月期(予想) ─ ─ ─ ─ 0.00 ─
 

(％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 2,675 △32.5 △115 ─ △110 ─ △90 ─ △3.06

通 期 6,000 △18.6 220 △38.5 200 △36.8 177 △83.4 6.02
 



  
4. その他 

(注) 詳細は、７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

  

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         有 

〔(注) 詳細は、２３ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

  

(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、３７ページ「１株当たり情報」を

ご覧ください。 

  

1. ２１年３月期の個別業績（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

  

  

(2) 個別財政状態 

  

2. ２２年３月期の個別業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

  
 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  業績予想には、本決算短信発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており
ますので、今後の経済情勢・市場の変動等に関わるリスクや不確定要因により、実際の業績は予想数値と
大幅に異なる可能性があります。 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無

新規 ― 社（社名       ） 除外 ― 社（社名         ）
 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 21年３月期 29,417,400株 20年３月期 29,417,400株

② 期末自己株式数 21年３月期 4,882株 20年３月期 3,213株
 

(参考) 個別業績の概要

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

２１年３月期 4,757 △37.8 321 △42.3 269 △45.4 1,063 ―

２０年３月期 7,647 △14.6 557 609.2 493 ― △1,693 ―
 

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

２１年３月期 36.14 17.31

２０年３月期 △57.57 ―
 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

２１年３月期 1,774 42 2.4 △52.94

２０年３月期 3,734 △976 △26.1 △87.60
 

(参考) 自己資本 21年３月期 42百万円 20年３月期 △976百万円
 

(％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 1,450 △45.9 △40 ─ △46 ─ △55 ─ △1.87

通 期 3,500 △26.5 140 △57.0 130 △52.5 118 △88.9 5.51
 



（当期の経営成績） 

 当連結会計年度におけるわが国経済を振り返りますと、第１四半期連結会計期間から第２四半期連結

会計期間にかけましてはサブプライム住宅ローン問題の長期化による米国の景気後退懸念や、原油高を

中心とする資材・原材料価格の高騰等により企業収益が減少、輸出の伸びも鈍化する中で、個人消費や

設備投資はおおむね横ばいで推移してまいりましたが、10月中旬のアメリカ・欧州における金融危機の

深刻化や株式・為替市場の大幅な変動などから景気の状況は急速に悪化いたしました。特に企業収益

は、外需に依存する成長を続けてきた日本経済が曲がり角を迎え、輸出の落ち込みから企業の生産が大

幅な抑制に入ったことから、企業収益は大幅に減少し、雇用情勢、個人消費のマインドも急速に悪化し

てまいりました。 

 情報サービス業界は景気先行きに対する不透明感があったものの比較的堅調に推移しておりました

が、第２四半期連結会計期間に入ると電気・ガス・情報通信産業等のインフラ関係の企業業績の不振に

よる新規案件の来期への見送りが顕在化し始め、さらに第３四半期連結会計期間には当社の主要市場で

ある電機、自動車業界等が大幅な減益予想に修正され、受注環境は一層厳しいものとなってまいりまし

た。 

 このような事業環境下で、当社グループは引き続き経営の効率化、及び新規顧客開拓等による事業の

拡大を図り、一刻も早い利益体質への改善に日々努めてまいりましたが、プリント配線板事業の会社分

割による分社化及び株式譲渡を実施したことにより、当連結会計年度における売上高は7,365,204千円

と前年同期に比べ2,923,560千円（28.4％）減少し、営業利益は358,012千円と前年同期と比べ398,238

千円（52.7％）減少、経常利益は313,557千円と前年同期と比べ381,718千円（54.9％）減少いたしまし

た。しかしながら、当初計画しておりました横浜工場の売却が実現したことから固定資産売却益

890,885千円を特別利益に計上し、当期純利益は1,067,204千円と前年同期と比べ2,688,765千円増加い

たしました結果、純資産は前年同時と比べ1,022,982千円増加し319,276千円となり、計画通り債務超過

を解消いたしました。 

  

（セグメント別売上高及び営業利益） 

 当社グループのシステム事業におきましては、電機・自動車業界等における経営環境の悪化の影響に

より売上高が減少し6,746,520千円（前期比7.7％減）となりました。また、収益減を固定費の削減だけ

では補填しきれず原価率が増加したことにより営業利益は706,794千円（前期比62.1％減）となりまし

た。 

 プリント配線板事業では、当初の計画通り平成20年７月１日付けにて株式会社キョウデンファインテ

ックへ承継し、同事業の売上高は618,684千円（前期比 79.2％減）、営業損失は319,139千円（前期比

561,871千円減少）となりました。 

  

（次期の見通し） 

 我が国経済を展望いたしますと、世界的な金融危機の長期化による金融市場の混乱により景気回復は

足踏み状態になることが予想されます。 

 このような状況の下、情報サービス業界は当期に引き続き、当社グループの主要市場である電機・自

動車関連業界の環境が厳しい状況であり、受注価格の値下がりや開発案件の先送りなどが考えられるこ

とから、次期の連結業績予想につきましては売上高は60億円（前期比18.6％減）、経常利益は２億円

（前期比36.8％減）となる見込みであります。 

 なお、当社は、昨年７月のプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡を終え、システ

ム事業を専業とする新たな期を迎え、次期を「新生アイレックスグループシステム元年」と位置づけて

おり、当社グループを取り巻く事業環境の変化に迅速に対応して、幅広く営業力及び技術力を発揮し、

事業の効率化及び新規顧客開拓等により黒字定着を目指していく所存であります。 

 株主の皆様におかれましては、何卒一層のご理解と変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げま

す。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析



  
（中期経営計画等の進捗状況） 

 連結計算書類作成会社である当社は、当期の諸施策の実行により、計画通り債務超過を解消いたしま

した。次期からはシステム事業を専業とする会社となったことにより、３．経営方針(3)中長期的な会

社の経営戦略に記載いたしました内容を骨子として、現在新たに中期経営計画を策定しております。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

(イ)資産 

流動資産は、主にプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡により受取手形及

び売掛金や棚卸資産が減少し、また、短期貸付金が回収等により減少し、前連結会計年度末より

1,563,199千円減少し2,025,776千円となりました。 

 固定資産では、有形固定資産がプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡によ

り減少いたしました。また、投資その他の資産では、システム事業の新規拠点の開設に伴い敷金

及び保証金が増加いたしましたが、投資有価証券が株式時価の下落により減少し、固定資産合計

では、前連結会計年度末より463,106千円減少し366,820千円となりました。 

 その結果、資産合計は前連結会計年度末より2,026,306千円減少し2,392,596千円となりまし

た。 

  

(ロ)負債 

流動負債は、主にプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡により支払手形及

び買掛金等が減少し、また短期借入金の返済や１年内償還予定の社債の償還などにより、前連結

会計年度末より2,545,465千円減少し1,114,217千円となりました。 

 固定負債は、プリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡による退職給付引当金

及びリース資産減損勘定等の減少などにより前連結会計年度末より503,822千円減少し959,103千

円となりました。 

 その結果、負債合計は前連結会計年度末より3,049,288千円減少し2,073,320千円となりまし

た。 

  

(ハ)純資産 

純資産は、保有株式の株価の下落によりその他有価証券評価差額金が43,316千円減少いたしま

したが、当期純利益1,067,204千円が計上されたことにより増加し、当連結会計年度末の純資産は

前連結会計年度末より1,022,982千円増加し319,276千円となりました。 

  

(2) 財政状態に関する分析



  
②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、借入金の

返済や社債の償還により財務活動によるキャッシュ・フローが減少いたしましたが、営業活動キャ

ッシュ・フローと有形固定資産の売却による収入等により投資活動によるキャッシュ・フローが増

加し、前連結会計年度末に比べ70,429千円増加し、当連結会計年度末には666,053千円となりまし

た。 

  

(イ)営業活動によるキャッシュ・フロー 

主にプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡により仕入債務が減少いたしま

したが、税金等調整前当期純利益と売上債権の増加、賞与引当金等の増加などにより253,872千

円の資金が増加いたしました。 

  

(ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー 

敷金・保証金の支払い等により資金が減少いたしましたが、有形固定資産の売却による収入、

貸付金の回収、事業譲渡に伴う収入等により1,391,732千円の資金が増加いたしました。 

  

(ハ)財務活動によるキャッシュ・フロー 

借入金の返済、及び社債の償還により1,575,174千円の資金が減少いたしました。 

  

当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

注）自己資本比率：自己資本／総資産  

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー  

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利息支払額  

1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  

2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。  

3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべ

ての負債を対象としております。また、利息支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の

支払額を使用しております。 

4. 平成17年３月期から平成19年３月期までは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レ

シオは算定しておりません。  

  

当社の利益配分につきましては、収益状況に対応した配当を行うことを基本としつつ、今後も受注や

技術力の競争に打ち勝つ企業体質の一層の強化、並びに将来の事業拡大に備えるための内部留保の充実

などを勘案して決定する方針を採っております。 

 当期におきましては、計画通り債務超過を解消いたしましたものの、なお利益剰余金に大きなマイナ

スが残っていることから、誠に遺憾ながら当期の配当につきましては見送らせていただきたいと存じま

す。 

 また、次期の配当につきましても、予想される事業環境、次期の事業計画においては利益剰余金のマ

イナスの解消には至らないと予想されることから、現時点におきましては見送りを予定しております。

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款において定めております。 

  

平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 

自己資本比率 6.7 7.6 13.4 △18.1 9.5

時価ベースの自己資本比率 23.7 50.3 35.6 42.6 46.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

－ － － 3.1 3.7

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

－ － － 9.9 5.3
 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当



  

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考

えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を以下に記載してお

ります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合

の対応に努める方針でありますが、当社グループの有価証券に関する投資判断は、本項及び本書中の本

項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。  

 なお、文中の将来に関する事項は、本決算短信提出日(平成21年5月15日)現在において当社グループ

が判断したものであり、また、当社グループ株式への投資に関連するリスクを全て網羅するものではあ

りませんので、この点をご留意ください。  

  

① 市況変動リスク  

 当社グループは顧客ニーズに的確に応えられかつ価格競争力がある企業を目指し、生産性・稼働率向

上、技術力向上、品質改善等に努め、常にコストダウンを念頭においてローコストオペレーションを行

い企業基盤の強化を図っておりますが、受注価格の急速な値下がりや、競争企業の参入の増加や海外へ

のオフショアによりコスト競争がより激しくなっていくことなどにより、当社グループの業績及び財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。  

   

② 受注、システム開発上のリスク 

 システムの受託開発業務においては、受注時に想定した以上に工数が嵩む場合や、成果物に瑕疵があ

ること等により追加工数が発生した場合、受注した案件が不採算となり当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。また、成果物の検収後におきましても、当社グループ又は当社グループの外注

委託先の責任に帰する重大なシステム障害が発生した場合には、当社グループの信用が損なわれ、補償

問題の発生など、その後の事業展開、業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 情報セキュリティリスク  

 企業活動においてコンピュータネットワークや情報システムの果たす役割が高まるに伴い、ソフトウ

ェア、ハードウェアの不具合やコンピュータウィルスの侵入による情報システムへの障害や情報の漏洩

等のリスクが高まります。またソフトウェア業であります当社グループは、業務の特性上、取引先の機

密情報を取り扱うことがあります。当社グループにおいては、ISO27001（ISMS）の認証を取得し、機器

の管理・保全、セキュリティの高度化、運用ルールの設定や従業員教育のシステムを確立し情報セキュ

リティの保全に万全を期しておりますが、万一、当社グループ又は当社グループの外注委託先の責任に

起因するネットワークシステムや情報システム機能の機能低下や停止、又は情報漏洩事故等が発生した

場合、当社グループの信用が損なわれ、その後の事業展開、業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

④ 訴訟の発生 

当社は、損害賠償等請求に関する以下の訴訟の提起を受けました。 

(4) 事業等のリスク

① 当該訴訟の提起があった年月日 平成20年12月26日

② 当該訴訟を提起した者

ⅰ （イ） 商号 株式会社村田製作所

（ロ）本店所在地 京都府長岡京市東神足１丁目10番１号

（ハ）代表者 代表取締役社長 村田 恒夫

ⅱ （イ） 商号 株式会社小松村田製作所

（ロ）本店所在地 石川県小松市光町93番地

（ハ）代表者 代表取締役社長 萬代 治文
 

③ 訴訟の内容及び損害賠償請求金額

ⅰ 内容

当社は平成20年７月１日付けにてプリント配線板事業を会社分割により新設会社株式会社キ
ョウデンファインテックに承継させた上で、新設会社の全株式を株式会社キョウデンに譲渡
し、現在はプリント配線板事業から撤退しております。 
 当該株式譲渡以前に当社が製造・販売したプリント配線板を使用して株式会社村田製作所
及び株式会社小松村田製作所が製造・販売した一部の製品について不具合が発生し、同社ら
が納入先から損害賠償請求を受けたことをもって本件訴訟に至った次第であります。

ⅱ 損害賠償請求金額

 310,227千円
 



当該訴訟事件につきまして、当社といたしましては裁判において当社の正当性を主張して争っていく

方針でありますが、当該訴訟の結果により損害賠償金等を支払わざるを得ない状況になった場合は、当

社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。  

  



当社の企業集団は、当社及び子会社４社で構成され、システム開発を軸としてハードウェア開発・設

計、業務系アプリケーション開発から、検証・運用・保守業務まで、トータルにサービスを提供してお

り、当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。  

  

（親会社） 

ＴＣＳホールディングス株式会社 

 ＴＣＳホールディングス株式会社グループは、ソフトウェア・ファームウェア開発等あらゆる開発を

手掛けており、そのグループ企業は①ソフトウェア開発全般を手掛ける会社、②大手企業のソフトウェ

ア・ファームウェア技術の協業化を目的とした共同出資会社、③特殊専門分野の開発を専業とする会社

の３つに大別されます。また近年は、積極的にＭ＆Ａ戦略によってハードウェアの開発・製造を行うメ

ーカーから、部材調達・提供を行う商社まで、グループ事業の多角化を推進しております。 

  

（主な子会社）  

(1) アイレックスシステム株式会社 

 通信制御系システム開発を中心として、システムコンサルテーション及びシステム設計・製作を行っ

ております。 

  

(2) 株式会社アイレックスインダストリアルソリューションズ  

 各種システムテスト・総合評価・運用・保守、及びネットワーク構築業務を行っております。  

  

(3) 株式会社アイレックスソハード  

 ハードウェア系のソフトウェア開発、並びに設計・製作・保守まで幅広い業務を行っております。 

  

(4) アイレックスインフォテック株式会社 

 業務系アプリケーション開発をを中心として、システムコンサルテーション及びシステム設計・製作

を行っております。 

  

(5) その他１社（非連結子会社）  

   REX TECHNOLOGY,INC． 

  

注１．前連結会計年度まで連結の範囲に含めていたRex Technoligies Philippins, Inc.は平成20年11

月26日をもって清算手続きを完了したため、当連結会計年度において連結の範囲から除外してお

ります。 

注２．前連結会計年度まで持分法の適用の範囲に含めていた株式会社アイテクデザインは平成20年12月

29日付けにて当社が保有する全株式を売却したため、当連結会計年度において持分法適用会社か

ら除外しております。 

注３．株式会社アイレックスソハードとアイレックスインフォテック株式会社は平成21年４月１日付け

にて合併し、アイレックスインフォテック株式会社となりました。 

  

2. 企業集団の状況



① 基本理念  

企業の永続的な繁栄は、社会の健全な進歩・発展なくしてはあり得ません。この認識に立って変

化する社会の要請に効率的に対処するため、当社グループは総合的かつ多角的機能をもって、明日

の情報社会の建設に貢献してまいります。  

 そして、常にその果たすべき役割と責任を自覚し、節度ある経営態度をもって、企業価値の極大

化のために「技術の蓄積」と「顧客の開拓」と「組織の確立」に粉骨砕身、奮励努力してまいりま

す。  

② 基本方針 

１．「合理主義」と「堅実主義」の経営に徹する。  

２．「自助の精神」と「進取の精神」の経営に徹する。  

３．「社員の社員による社員の為の経営」に徹する。  

  

当社グループは、当連結会計年度においてプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡

により、現在はシステム事業に経営資源の集中を図っております。 

 営業面におきましては、システム開発業務から製作、運用、検証・保守までの幅広い業務を活かし、

既存顧客の事業拡大及びターゲット業界の拡大による新規顧客を獲得に注力してまいります。 

 連結子会社につきましては通信・制御系システム開発に強みを持つアイレックスシステム㈱、第三者

検証とシステム運用に特化した㈱アイレックスインダストリアルソリューションズ、ハード系システム

開発及び業務系アプリケーション・ソフト開発に強いアイレックスインフォテック㈱等の子会社各社の

得意分野によるすみ分けを図り、またグループ会社との連携強化による一貫したビジネスの提供力の拡

大を図り、シナジーを発揮してまいります。 

 当連結会計年度におきましては、プリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡により73

億円まで売上高が一旦後退いたしましたが、不採算部門の切り離しにより黒字体質に転化しおり、上記

のように事業拡大及びグループ会社のシナジー効果により、中期的にグループ売上高100億円、経常利

益10億円の体制を早期に目指してまいる所存であります。 

  

当社グループには、１．経営成績の（４）事業等のリスクに記載いたしましたように、市場変動

により発生しうるリスクが存在しますが、これらのリスクの存在に鑑み、黒字体質の強化と業績向

上のため、以下の諸施策を実施してまいります。 

(イ)全国に配置されている拠点の営業強化 

(ロ)ターゲットとする業界の拡大による新規顧客の獲得 

(ハ)インフラ構築、第三者検証業務、運用・保守などのシステム開発以外への幅広い分野への積

極的な取り組み 

(ニ)連結子会社各社の事業分野別による差別化を図るとともに、グループ会社との連携強化によ

る一貫したビジネスの提供力の拡大 

(ホ)社員教育による営業力・技術力・プロジェクト管理力の向上 

(ヘ)内部統制システムによる財務報告の信頼性向上 

  

我が国経済を展望いたしますと、世界的な金融危機の長期化による金融市場の混乱により景気回復は

足踏み状態になることが予想されます。 

 このような状況の下、情報サービス業界は当期に引き続き、当社グループの主要市場である電機・自

動車関連業界の環境は厳しい状況であり、受注価格の値下がりや開発案件の先送りなどが考えられます

が、(3) 中長期的な会社の経営戦略に記載いたしました諸施策を実行することにより、事業の効率化及

び新規顧客開拓等により黒字定着を目指していく所存であります。また、受託案件の受注については、

営業力、技術力、収支管理力の向上が欠かせないところであり、受注損失の撲滅のための取り組みに注

力していく所存であります。 

 株主の皆様におかれましては、何卒一層のご理解と変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げま

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題



す。 

  

重要な訴訟事件につきまして、６．その他の(2)その他に記載しております。 

  

(5) その他、会社の経営上重要な事項



4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 634,538 666,053

受取手形及び売掛金 2,082,396 1,227,750

たな卸資産 378,491 －

商品及び製品 － －

仕掛品 － 38,373

原材料及び貯蔵品 － －

繰延税金資産 42,287 29,955

短期貸付金 372,110 200

その他 82,839 65,351

貸倒引当金 △3,689 △1,909

流動資産合計 3,588,975 2,025,776

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,494,789 －

減価償却累計額 △2,325,507 －

建物及び構築物（純額） ※1 169,282 －

機械装置及び運搬具 1,890,068 －

減価償却累計額 △1,874,017 －

機械装置及び運搬具（純額） ※1 16,051 －

工具、器具及び備品 1,241,192 －

減価償却累計額 △1,220,459 －

工具、器具及び備品（純額） ※1 20,733 －

土地 ※1 292,741 64,185

その他 － 35,950

減価償却累計額 － △19,823

その他（純額） － 16,127

有形固定資産合計 498,809 80,313

無形固定資産

その他 2,814 2,678

無形固定資産合計 2,814 2,678

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 291,333 194,679

長期貸付金 12,943 66

破産更生債権等 42,651 43,154

その他 24,043 89,082

貸倒引当金 △42,668 △43,154

投資その他の資産合計 328,303 283,828

固定資産合計 829,927 366,820

資産合計 4,418,903 2,392,596

 



(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 764,843 332,676

短期借入金 ※1 1,334,796 225,000

1年内償還予定の社債 500,000 －

未払金 306,259 216,752

未払法人税等 63,743 11,188

賞与引当金 103,906 161,491

事業整理損失引当金 367,700 －

受注損失引当金 － 15,991

製品補償引当金 － 37,605

設備関係支払手形 7,404 －

その他 211,029 113,512

流動負債合計 3,659,683 1,114,217

固定負債

長期借入金 ※1 689,250 724,000

繰延税金負債 35,651 6,141

退職給付引当金 376,437 49,827

役員退職慰労引当金 1,216 3,351

長期未払金 － 172,716

長期リース資産減損勘定 355,612 －

その他 4,757 3,066

固定負債合計 1,462,926 959,103

負債合計 5,122,609 2,073,320

純資産の部

株主資本

資本金 1,540,000 1,540,000

資本剰余金 1,510,000 1,510,000

利益剰余金 △3,896,390 △2,827,712

自己株式 △476 △605

株主資本合計 △846,866 221,682

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 48,143 4,826

評価・換算差額等合計 48,143 4,826

少数株主持分 95,016 92,767

純資産合計 △703,705 319,276

負債純資産合計 4,418,903 2,392,596

 



(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高 10,288,765 7,365,204

売上原価 8,821,012 ※1 6,259,635

売上総利益 1,467,752 1,105,568

販売費及び一般管理費

販売費 26,983 6,563

一般管理費 ※2, ※3 684,519 ※2, ※3 740,993

販売費及び一般管理費合計 711,502 747,556

営業利益 756,250 358,012

営業外収益

受取利息 5,676 4,827

受取配当金 5,458 5,124

受取賃貸料 12,276 6,778

その他 3,674 6,332

営業外収益合計 27,085 23,062

営業外費用

支払利息 81,824 53,483

売上債権売却損 43 420

賃貸資産賃借料 － 7,670

その他 6,191 5,942

営業外費用合計 88,059 67,516

経常利益 695,276 313,557

特別利益

固定資産売却益 ※4 66 ※4 890,885

貸倒引当金戻入額 1,718 1,550

会員権売却益 500 －

その他 70 5,559

特別利益合計 2,354 897,995

特別損失

固定資産除却損 ※5 1,888 ※5 2,513

投資有価証券評価損 22,291 30,926

減損損失 ※6 1,679,218 －

事業整理損 － ※7 24,421

事業整理損失引当金繰入額 367,700 －

たな卸資産評価損 107,773 －

製品補償引当金繰入額 － 37,605

その他 163 －

特別損失合計 2,179,035 95,466

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失
（△）

△1,481,404 1,116,086

法人税、住民税及び事業税 108,358 43,434

法人税等還付税額 － △8,968

法人税等調整額 △17,830 14,644

法人税等合計 90,527 49,110

少数株主利益又は少数株主損失（△） 49,628 △228

当期純利益又は当期純損失（△） △1,621,560 1,067,204

 



(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,540,000 1,540,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,540,000 1,540,000

資本剰余金

前期末残高 1,510,000 1,510,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,510,000 1,510,000

利益剰余金

前期末残高 △2,274,829 △3,896,390

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,621,560 1,067,204

連結範囲の変動 － 1,472

当期変動額合計 △1,621,560 1,068,677

当期末残高 △3,896,390 △2,827,712

自己株式

前期末残高 △476 △476

当期変動額

自己株式の取得 － △128

当期変動額合計 － △128

当期末残高 △476 △605

株主資本合計

前期末残高 774,694 △846,866

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,621,560 1,067,204

連結範囲の変動 － 1,472

自己株式の取得 － △128

当期変動額合計 △1,621,560 1,068,548

当期末残高 △846,866 221,682

 



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 109,266 48,143

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△61,122 △43,316

当期変動額合計 △61,122 △43,316

当期末残高 48,143 4,826

評価・換算差額等合計

前期末残高 109,266 48,143

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△61,122 △43,316

当期変動額合計 △61,122 △43,316

当期末残高 48,143 4,826

少数株主持分

前期末残高 204,296 95,016

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △109,279 △2,249

当期変動額合計 △109,279 △2,249

当期末残高 95,016 92,767

純資産合計

前期末残高 1,088,257 △703,705

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,621,560 1,067,204

連結範囲の変動 － 1,472

自己株式の取得 － △128

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △170,402 △45,566

当期変動額合計 △1,791,963 1,022,982

当期末残高 △703,705 319,276

 



  

(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△1,481,404 1,116,086

減価償却費 139,503 12,018

減損損失 1,679,218 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,636 △1,283

賞与引当金の増減額（△は減少） 51,290 58,118

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,732 24,904

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,216 2,135

受取利息及び受取配当金 △11,135 △9,951

支払利息 81,824 53,483

投資有価証券評価損益（△は益） 22,291 30,926

有形固定資産売却損益（△は益） － △890,885

有形固定資産除却損 1,888 2,513

売上債権の増減額（△は増加） 429,145 854,645

たな卸資産の増減額（△は増加） 147,846 33,283

仕入債務の増減額（△は減少） △221,831 △432,166

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,077 △79,865

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 367,700 24,421

受注損失引当金の増減額（△は減少） － 15,991

製品補償引当金の増減額（△は減少） － 37,605

その他 △158,415 △476,132

小計 1,033,693 375,847

利息及び配当金の受取額 11,257 10,013

利息の支払額 △82,488 △48,348

法人税等の支払額 △145,774 △83,640

営業活動によるキャッシュ・フロー 816,687 253,872

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △42,825 △38,919

定期預金の払戻による収入 42,818 77,834

有形固定資産の取得による支出 △34,829 △16,214

有形固定資産の売却による収入 69 988,000

投資有価証券の取得による支出 △32,326 △6,543

投資有価証券の売却による収入 － 3,490

子会社株式の取得による支出 △156,815 －

事業譲渡による収入 － ※２ 82,812

貸付けによる支出 △641,400 △50,000

貸付金の回収による収入 273,732 421,727

会員権の売却による収入 900 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △71,868

その他 △7,829 1,412

投資活動によるキャッシュ・フロー △598,507 1,391,732

 



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △202,943 △979,000

長期借入れによる収入 － 989,000

長期借入金の返済による支出 △352,929 △1,085,046

社債の償還による支出 － △500,000

自己株式の取得による支出 － △128

財務活動によるキャッシュ・フロー △555,872 △1,575,174

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △337,691 70,429

現金及び現金同等物の期首残高 933,315 595,623

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 595,623 ※1 666,053

 



  

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当社グループは、主要取引先からの携帯電話関連基板

の受注高が大幅に減少したことにより第62期（平成16年

2月1日から平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連

続して多額な営業損失を計上し、また連結キャシュ・フ

ロー計算書における営業活動キャシュ・フローも第63期

連結会計年度（平成16年10月1日から平成17年3月31日ま

での６ヶ月決算）から３期連続してマイナスとなってお

りましたが、システム事業の積極的な事業拡大により前

連結会計年度（第65期）において４期ぶりに黒字に転じ

ることができました。当連結会計年度におきましてもプ

リント配線板事業において①営業体制の見直し②生産効

率の徹底した改善③不採算製品の整理④新技術を駆使し

た新規顧客拡大⑤最低限度の生産体制のための人員の削

減見直し等を行い、経営方針の転換を進めてまいりまし

たが、これらの対策も思うように奏功せず、当社のプリ

ント配線板事業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増

し、同セグメントにおいては当事業年度も多額の営業損

失を計上いたしました。また、システム事業においても

今後は競争企業の参入が増加しコスト競争がより激しく

なっていくことが予想されることから、当社は平成20年

４月４日開催の当社取締役会において、平成20年７月１

日をもって当社のプリント配線板事業を会社分割により

新設会社に承継させた上で、新設会社の全株式を㈱キョ

ウデンに譲渡することにつき、平成20年６月27日開催予

定の定時株主総会に提案することを決定いたしました。

なお、当該会社分割及び株式譲渡の取締役会決議日、

並びに株式譲渡契約締結日は平成20年４月４日でありま

すが、当連結会計年度中における検討の過程等を勘案す

ると実質的な意思決定は当連結会計年度内（平成20年３

月期）に行われたと判断できることから、これに係る損

失を当連結会計年度において計上することといたしまし

た。すなわち、当該会社分割及び株式譲渡を決議したこ

とによりプリント配線板事業の譲渡価格が確定したこと

に伴い、当事業年度末において同事業で使用している製

造設備の減損損失 1,679,218千円を認識いたしました。

また、本分割により新会社に承継するプリント配線板事

業に関わる資産及び負債の当連結会計年度末の簿価によ

る純資産額と譲渡価額との差額 367,700千円を事業移転

損失引当金繰入額として認識し、減損損失と合わせて 

2,046,918千円を特別損失に計上いたしました。

───────

 



  

  

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 これにより、当連結会計年度末におきましては 

703,705千円の債務超過となったことから企業継続性に

ついての重要な疑義が発生いたしておりますが、これに

対しましては、当該会社分割において発生しうる損失の

うち現時点において把握できるすべての損失を当連結会

計年度において計上済みであることから、当社の親会社

であるＴＣＳホールディングス㈱とそのグループ企業と

の協力体制のもと、①黒字部門であるシステム事業に経

営資源の集中を図り、当社を取り巻く事業環境の変化に

迅速に対応して経営の改善と安定化を図られる見通しで

あること。また、②会社分割の承継資産対象から除外し

ております横浜工場を売却することにより売却益を計上

する計画であること。などの諸施策により第67期連結会

計年度末までの債務超過解消に邁進してまいります。

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。

 



  

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項  子会社６社のうちアイレックスシス

テム㈱、㈱アイレックスインダストリ

アルソリューションズ、㈱アイレック

スソハード、アイレックスインフォテ

ック㈱、Rex Technologies  

Philippines,Inc.の５社を連結の範囲

に含めております。

他の子会社、REX ECHNOLOGY,INC．

は総資産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金等(持分に

見合う額)がいずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりませんので

連結の範囲から除外しております。

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会

社の名称
連結子会社の数 
 ４社
主要な連結子会社の名称

アイレックスシステム㈱、㈱アイレ
ックスインダストリアルソリューショ
ンズ、㈱アイレックスソハード、アイ
レックスインフォテック㈱

 なお、前連結会計年度まで連結の範

囲に含めていたRex Technologies 

Philippines,Inc.は平成20年11月26日

をもって清算手続きを完了したため、

当連結会計年度において連結の範囲か

ら除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称

 REX TECHNOLOGY,INC．

連結の範囲から除いた理由

REX  TECHNOLOGY,INC．は総資産、

売上高、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金等(持分に見合う額)が

いずれも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしておりませんので連結の範囲か

ら除外しております。

２ 持分法の適用に関する事

項

関連会社の㈱アイテクデザイン１社
については持分法を適用しておりま
す。

非連結子会社のREX  TECHNOLOGY, 
INC．は、当期純損益及び利益剰余金等
に与える影響が軽微であり、かつ全体
としての重要性もない為、持分法を適
用しておりません。

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は

関連会社の数及び主要な会社等の名

称

  該当事項はありません。

 なお、前連結会計年度まで持分法の

適用の範囲に含めていた㈱アイテクデ

ザインは平成20年12月29日付けにて当

社が保有する全株式を売却したため、

当連結会計年度において持分法の適用

範囲から除外しております。

(2)持分法を適用しない非連結子会社又

は関連会社の名称等

主要な会社等の名称 

 REX TECHNOLOGY,INC．

持分法を適用しない理由

非連結子会社のREX  TECHNOLOGY, 
INC．は、当期純損益及び利益剰余金等
に与える影響が軽微であり、かつ全体
としての重要性もない為、持分法を適
用しておりません。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうちRex Technologies 
Philippines,Inc.の決算日は12月31日
であります。連結財務諸表の作成にあ
たっては12月31日現在の財務諸表を使
用し、連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上、必要な調
整を行っております。 
 また、それ以外の連結子会社の事業
年度末日と連結決算日は一致しており
ます。

連結子会社の決算日と連結決算日は
一致しております。

 



  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(イ)有価証券 その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

時価のないもの

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

  (ロ)たな卸資産 製品

 総平均法による原価法

製品

───────

仕掛品

プリント配線板事業：総平均法によ

る原価法

システム開発事業：個別法によ

る原価法

仕掛品

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

原材料

 月次移動平均法による原価法

原材料

───────

貯蔵品

 最終仕入原価法

 但し、一部の貯蔵品については月次

移動平均法による原価法

貯蔵品

───────

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「棚卸資産の
評価に関する会計基準」（企業会計基
準第９号 平成18年７月５日公表分）
を適用しております。 
 この結果、従来の方法によった場合
と比べて、当連結会計年度における売
上総利益及び営業利益、経常利益は、
それぞれ81,617千円少なく計上されて
おります。 
 なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載しております。 
 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産
主に定額法

有形固定資産
同左

無形固定資産

 定額法

 但し、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

無形固定資産

同左

 



  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金  期末債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

同左

  (ロ)賞与引当金  従業員賞与の支給に備えて支給見込

額基準により計上しております。

同左

   (ハ)退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、計上

しております。 

 また、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数(10年)による定額法により

翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務見込

額に基づき、計上しております。

（追加情報）
 当社は、プリント配線板事業の会社
分割による分社化及び株式譲渡により
退職年金加入人数が著しく減少し合理
的に数理計算を行うことが困難となっ
たため、当連結会計年度より簡便法
（自己都合要支給額）に変更しており
ます。

  (ニ)役員退職慰労引当金  一部の連結子会社で役員の退職慰労

金の支出に備えるため、役員退任慰労

金規程に基づく当連結会計年度末にお

ける要支給額を計上しております。

同左

  (ホ)事業整理損失引当金  会社分割及び株式譲渡により発生す

る損失に備えるため、当社が負担する

こととなる損失見込額を計上しており

ます。

───────

  (ヘ)受注損失引当金 ――――――――  一括請負契約により受注した案件の

損失に備えるため、受注済案件のうち

当連結会計年度末において損失が確実

視され、かつ、その金額を合理的に見

積ることができるものについては、将

来発生が見込まれる損失額を計上して

おります。

  (ト)製品補償引当金 ――――――――  当社が製作・販売した製品に関する

瑕疵担保責任による将来発生し得る損

失に備えるため、補償負担見込額を計

上しております。

 (4) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

スリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

     ――――――――

 



  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 (5) 消費税等の会計処理方  

   法 

  

５ 連結子会社の資産及び負 

  債の評価に関する事項

当社及び国内子会社は税抜方式によっ

ております 

  

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております 

  

        同左

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

 のれん及び負ののれんの償却につい

ては、５年間の均等償却を行っており

ます。

同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヵ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

 



  

  

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（役員退職慰労引当金の新設）  

 従来、一部の連結子会社において役員退職慰労引当

金は支出時に費用処理しておりましたが、「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並

びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第

42号）が平成19年４月13日に発表されたことを機に、

役員退職慰労引当金に係る規程を整備したことに伴

い、連結会計年度末に在任している取締役及び監査役

に対して当連結会計年度末までに発生していると認め

られる金額を同規程に基づき計算し役員退職慰労引当

金として計上しております。  

 この結果、営業利益、経常利益が1,216千円少なく

計上されており、税金等調整前当期純損失は同額多く

計上されております。  

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

 

       ―――――――――――

       ――――――――――― （リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より、「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 （平

成５年６月17日（企業審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあ

りません。
 



  

  

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（連結貸借対照表） 

（短期貸付金）  

 前連結会計年度において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「短期貸付金」（前連結会計

年度 2,074千円)は資産総額の100分の5を超えたた

め、当連結会計年度より区分掲記しております。

（連結貸借対照表）  

（たな卸資産） 

 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として

掲記されたものは、当連結会計年度から「商品及び製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に

含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯

蔵 品」は、そ れ ぞ れ 97,775 千 円、202,738 千 円、

77,977千円であります。 

 

（短期繰延税金資産） 

 前連結会計年度において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「短期繰延税金資産」（前連

結会計年度 27,705千円)は重要性が増したため、当連

結会計年度より区分掲記しております。 

 

（建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具

及び備品） 

 前連結会計年度において区分掲記していた「建物及

び構築物」、「機械装置及び運搬具」、「工具、器具

及び備品」は資産総額の100分の１を下回ったため、

当連結会計年度において有形固定資産の「その他」に

含めて表示しております。なお、当連結会計年度にお

ける当該勘定科目の金額は、それぞれ13,298千円、0

千円、2,829千円であります。

(未払金） 

 前連結会計年度において流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未払金」(前連結会計年度 

331,071千円)は、負債純資産総額の100分の５を超え

たため、当連結会計年度より区分掲記しております。

 

――――――――――

 



  

  

  

【追加情報】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（1) 連結子会社の財務諸表の作成基準

連結子会社Rex Technologies Philippines,Inc.は

平成14年12月に閉鎖を決定し、平成15年３月18日開催

の株 主総会によって解散を決議しました。このた

め、当該連結子会社は、平成14年12月31日に終了する

事業年度以降の財務諸表作成に当たり、企業継続を前

提にした基準から清算を前提にした基準に変更してお

ります。したがって、当該連結子会社の財務諸表は、

資産については処分可能見込み額にて、また、負債に

ついては支払見込み額によって作成しております。

(2) 賞与引当金の計上 

当連結会計年度より、当社システム事業本部の賞与

支給基準が具体的に定められたため、当該基準に基づ

き計上しております。  

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、

営業利益、経常利益はそれぞれ21,035千円少なく計上

されており、税金等調整前当期純損失は同額多く計上

されております。

(1) 受注損失引当金

 一括請負契約により受注した案件の損失に備えるた

め、受注済案件のうち当連結会計年度末において損失

が確実視され、かつ、その金額を合理的に見積ること

ができるものについては、将来発生が見込まれる損失

額を計上しております。 

 なお、これにより、当連結会計年度の売上総利益及

び営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ15,991千円少なく計上されております。

  
 
(2)製品補償引当金 

 当社が製作・販売した製品に関する瑕疵担保責任によ

り将来発生し得る損失に備えるため、補償負担見込額を

計上しております。 

 なお、これにより、当連結会計年度の税金等調整前当

期純利益は37,605千円少なく計上されております。

 

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

※１ 担保資産

建物及び構築物 165,718千円

機械装置及び運搬具 852千円

工具、器具及び備品 22千円

土地 287,454千円

投資有価証券 198,150千円

計 652,198千円
 

※１ 担保資産 

        ―――――――――

   上記に対する債務

１年内に返済する長期借入金 118,796千円

長期借入金 189,250千円

短期借入金 503,000千円

計 811,046千円
 

２  連結財務諸表提出会社は、運転資金の効率的な調 

  達を行うため、取引銀行１行と当座借越契約を締結 

  しております。これら契約に基づく当連結会計年度 

  末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座借越極度額の総額 400,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円
 

２   

                ――――――――――

 



(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 
───────

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額

売上原価 81,617千円

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

報酬及び給与 366,720千円

賞与引当金繰入額 7,437千円

退職給付費用 19,726千円

貸倒引当金繰入額 502千円
 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

報酬及び給与 359,127千円

賞与引当金繰入額 21,474千円

退職給付費用 17,130千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,237千円

※３ 研究開発費の総額

   一般管理費に含まれる研究開発費はありません。
 

※３ 研究開発費の総額

同左

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 66千円
 

 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 17,749千円

土地 873,136千円

計 890,885千円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 1,888千円
 

  
  
 
  
 
※６ 減損損失           

 当社グループは以下の資産グループについて減損損
失を計上いたしました。          

場 所 用 途 種  類

本社工場  

及び  

横浜工場 

  

 

 

プリント 

配線板 

製造設備 

  

 

 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品 

土地 

リース資産 

無形固定資産
 

（経緯）
 継続的に営業損失を計上している資産グループ、
及び遊休となっている資産の帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上し
ております。 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 576千円

機械装置及び運搬具 1,909千円

工具、器具及び備品 26千円

計 2,513千円

※６ 減損損失 
       ―――――――――――        

 



  

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

記載事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（減損損失の金額）

種   類  金   額

建物及び構築物   

機械装置及び運搬具  

工具、器具及び備品 

土地  

リース資産 

無形固定資産 

   557,777千円

   57,929千円

66,367千円

 775,503千円

220,379千円

1,261千円

合計  1,679,218千円
 

（グルーピングの方法）
 当社グループは、減損会計の適用に当たって、事
業のセグメント別にグルーピングしているほか、賃
貸用不動産を単位として行っております。

（回収可能価額の算定方法等） 
 回収可能価額は平成20年4月1日から平成20年6月30
日（会社分割による株式譲渡予定日の前日）までの
間のプリント配線板事業の継続的使用によるキャッ
シュフロー及び平成20年7月1日付けにて予定してい
る株式譲渡の代金のうち上記のプリント配線板事業
の用に供する製造設備分相当額に基づいて算定して
おります。 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,417,400 － － 29,417,400

A種優先株式（株） 16,000,000 － － 16,000,000

計 45,417,400 － － 45,417,400
 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,213 － － 3,213
 



  
当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

自己株式の増加数の内訳は、次の通りであります。 

 普通株式の取得による増加 1,669株 

  

  

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,417,400 － － 29,417,400

A種優先株式（株） 16,000,000 － － 16,000,000

計 45,417,400 － － 45,417,400
 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,213 1,669 － 4,882
 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 634,538千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △38,914千円

現金及び現金同等物 595,623千円
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 666,053千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 666,053千円

２ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳

 プリント配線版事業の会社分割による分社化及び株

式譲渡に伴う譲渡時の資産及び負債の内訳並びに同社

の譲渡価額と譲渡による収入は次のとおりでありま

す。

流動資産 340,566千円

固定資産 330,768千円

流動負債 △533千円

固定負債 △351,515千円

事業整理損失 △19,285千円

㈱キョウデンファイン

テックの売却価額
300,000千円

現金及び現金同等物 △217,187千円

差引：事業譲渡による 

収入
82,812千円

 



リース取引関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、ストック・オプション等関係、関連当

事者情報に関する注記事項につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えら

れるため、開示を省略しております。 

  

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

  

  
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

  
該当事項はありません。 

  

  

(開示の省略)

(有価証券関係)

１ その他有価証券で時価のあるもの

前連結会計年度(平成20年３月31日) 当連結会計年度(平成21年３月31日)

取得原価 
(千円)

連結貸借対
照表計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結貸借対 
照表計上額 
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

 株式 90,113 187,590 97,477 63,010 92,255 29,244

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

 株式 120,726 103,742 △16,983 123,115 102,424 △20,690

合計 210,840 291,333 80,493 186,126 194,679 8,553
 

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

３ 時価評価されていない主な有価証券



(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

  税務上の繰越欠損金 1,721,087千円

  未払事業所税 5,969千円

未払事業税 8,227千円

  貸倒引当金 8,666千円

  賞与引当金 42,948千円

  一括償却資産 918千円

  退職給付引当金 153,136千円

  役員退職慰労引当金 497千円

有価証券評価損 12,040千円

  会員権評価損 8,041千円

  棚卸資産評価損 43,799千円

  減損損失 1,177,637千円

  その他 5,085千円

   繰延税金資産小計 3,188,051千円

  評価性引当金 △3,136,429千円

   繰延税金資産合計 51,622千円

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 35,651千円

   繰延税金負債合計 35,651千円
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

 税務上の繰越欠損金 3,159,224千円

 修正再表示による影響額 1,112千円

 未払事業所税 2,661千円

 貸倒引当金 17,612千円

 賞与引当金 66,643千円

 一括償却資産 804千円

 退職給付引当金 20,541千円

 役員退職慰労引当金 556千円

有価証券評価損 19,764千円

 会員権評価損 8,118千円

 減損損失 1,134千円

 受注損失引当金 6,561千円

 製品補償引当金 15,429千円

  その他 6,991千円

   繰延税金資産小計 3,237,156千円

  評価性引当金 △3,291,061千円

   繰延税金資産合計 36,095千円

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 6,141千円

   繰延税金負債合計 6,141千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

しておりません。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.03%

（調整）

評価性引当金の増減 △38.98%

交際費等永久に損金に算入されない 
 項目

0.15%

受取配当金等永久に益金に算入され 
 ない項目

△0.02%

住民税均等割 1.48%

法人税等還付税額 △0.80%

その他 1.54%

税効果会計適用後の法人税等の負担 
 率

4.40%
 

 



（共通支配下の取引等） 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法形式、結合企業名

の名称、並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

(2) 企業結合の法形式 

少数株主より子会社株式を取得する方式 

(3) 取引の目的を含む取引の概要 

 有価証券報告書提出会社は、当連結会計年度中に上記４社の子会社株式を追加取得いたし

ました。当該取引は、当社グループにおける当社の子会社統制をさらに強化するために実施

したものであります。 

２．実施した会計処理の概要 

 当該取引は、少数株主との取引に該当いたします。追加取得した株式に対応する持分を少数株

主持分から減額し、追加取得により増加した親会社の持分を追加投資額と相殺消去し、追加取得

持分と追加投資額との間に生じた差額をのれん、又は負ののれんとして処理しております。 

３．被取得企業の取得原価 

  

４．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

(2) のれんの発生原因 

 当社が追加取得した取得原価と追加取得により減少する少数株主持分の間に差額が生じた

ためであります。 

(3) のれんの償却の方法及び償却期間 

 ５年間で均等償却 

(企業結合等関係)

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

結合当事企業 事業の内容

① アイレックスシステム㈱ システム事業

② ㈱アイレックスインダストリアルソリューションズ システム事業

③ ㈱アイレックスソハード システム事業

④ アイレックスインフォテック㈱ システム事業
 

結合当事企業
取得原価
（千円）

取得原価の内訳

① アイレックスシステム㈱ 37,992 普通株式の取得代金

②
㈱アイレックスインダストリアルソリュー
ションズ

86,023 普通株式の取得代金

③ ㈱アイレックスソハード 14,800 普通株式の取得代金

④ アイレックスインフォテック㈱ 18,000 普通株式の取得代金

合計 156,815
 

結合当事企業
のれん又は 

負ののれん（△） 
（千円）

① アイレックスシステム㈱ △3,244

② ㈱アイレックスインダストリアルソリューションズ △916

③ ㈱アイレックスソハード 226

④ アイレックスインフォテック㈱ 1,840
 



  
５．企業結合契約に規定される条件付き取得対価の内容及び当連結会計年度以降の会計処理方針 

 当該４銘柄の株式の譲渡に当たっては、すべて当該企業の取締役会の決議を必要とする旨の譲

渡制限事項がございます。 

６．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

 該当事項はありません。 

  

（会社分割） 

１．分割会社の名称、分割した事業の内容、会社分割を行った主な理由、会社分割日及び法的形式を

含む会社分割の概要 

(1) 分割会社の名称、分割した事業の内容 

株式会社キョウデンファインテック   

  プリント配線板事業 

(2) 会社分割を行った主な理由 

 当社グループは、主要取引先からの携帯電話関連基板の受注高が大幅に減少したことにより第

62期（平成16年2月1日から平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連続して多額な営業損失を

計上し、また、連結キャッシュ・フロー計算書における営業活動キャッシュ・フローも第63期連

結会計年度（平成16年10月１日から平成17年３月31日までの６ヶ月決算）から３期連続してマイ

ナスとなっておりましたが、システム事業の積極的な事業拡大により第65期において４期ぶりに

黒字に転じることができました。前連結会計年度（第66期）におきましてもプリント配線板事業

において経営合理化のための諸施策を行い経営方針の転換を進めてまいりましたが、これらの対

策も思うように奏功せず、当社のプリント配線板事業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増

し、また、システム事業においても今後は競争企業の参入が増加しコスト競争がより激しくなっ

ていくことが予想されることから、当社のプリント配線板事業を会社分割により新設会社に承継

させた上で新設会社の全株式を株式会社キョウデンに譲渡することにつき、平成20年４月４日開

催の当社取締役会決裁にて決定いたしました。 

 株式会社キョウデンはコア事業であるプリント配線基板事業を設計・試作から部品実装まで国

内・海外で展開しており、長年の経験と実績を持つ会社です。また、当社が保有している薄板化

やビルドアップ基板、モジュール基板などの強化も進めており、当社がこれまで培った技術や人

材を得ることで大きなシナジー効果が得られると期待しております。 

 以上のことから、当社はプリント配線板事業に従事している従業員の継続雇用維持と、将来に

わたり取引先への安定した製品供給が可能であることから株式会社キョウデンを譲渡先として選

定いたしました。また、譲渡の方法につきましてはプリント配線板事業の円滑な譲渡承継を行う

ために会社分割による分社化を行うと共に、その全株式を譲渡することといたしました。 

(3) 会社分割日 

平成20年７月１日 

(4) 法的形式を含む会社分割の概要 

 株式会社アイレックスを分割会社とし、プリント配線板事業を新設会社「株式会社キョウデン

ファインテック」に承継させる分社型単独新設分割です。 
  

２．実施した会計処理の内容 

(1) 事業移転損失の金額 

 当該会社分割及び株式譲渡に係る損失は、当該会社分割及び株式譲渡を決議したことによりプ

リント配線板事業の譲渡価格が確定したことに伴い、同事業で使用している製造設備の減損損失

1,679,218千円と、本分割により新会社に承継するプリント配線板事業に関わる資産及び負債の

前連結会計年度末の簿価による純資産額と譲渡価額との差額 367,700千円を事業移転損失引当金

繰入額として認識し、減損損失と合わせて 2,046,918千円を前連結会計年度において特別損失に

計上いたしました。 

 当連結会計年度においては、予定通り平成21年７月１日付けにて会社分割と株式譲渡を実施

し、事業承継日におけるプリント配線板事業に関わる資産及び負債の簿価による純資産額と譲渡

価額との差額及びその後に発生した経費392,121千円から前連結会計年度に計上した事業移転損

失引当金367,700千円を控除し、24,421千円を事業整理損失に計上いたしました。 

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)



  
(2) 承継した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価格並びにその主な内訳 

  

３．連結財務諸表に計上されている分割した事業に係る損益の概算額 

  
  

  

  

流動資産 340,566千円

有形固定資産 318,718千円

無形固定資産 269千円

投資その他の資産 11,780千円

資産合計 671,334千円
 

流動負債 533千円

固定負債 351,515千円

負債合計 352,049千円
 

当連結会計年度

売上高 618,684千円

営業損失 319,139千円
 



  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

（注）１．事業区分の方法 

当社の事業区分の方法は、事業の性質、製品の種類等の類似性を考慮して、プリント配線板の製造・

販売を中心としたプリント配線板事業と、ソフトウェア開発等を中心としたシステム事業に区分して

おります。 

２．各事業区分の主要な製品・サービス等 

(1) プリント配線板事業……両面、多層プリント配線板、部品搭載、電子製品の組み立て加工。 

(2) システム事業……………電子回路設計開発、ハードウェア開発、各種システムテスト・総合評

価・検査及び品質保証業務、アプリケーション開発、システムコンサル

テーション、インターネット関連等。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(561,268千円)の主なものは、本社での運転資金

(現金及び預金)、及び貸付金等であります。 

４．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は225,181千円であり、当社の管

理部門に係る費用であります。 

  ５.「会計方針の変更」に記載のとおり、従来、一部の連結子会社において役員退職慰労引当金は支出時に

費用処理しておりましたが、当連結会計年度から発生時に費用処理する方法に変更しております。 

 この変更は、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金

等に関する監査上の取扱い」(日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第42号)が平成19年4月13

日に発表されたことを機に、役員退職慰労引当金に係る規程を整備したことに伴うものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「システム事業」の営業費用が1,216千円多

く、営業利益が同額少なく計上されております。 

（追加情報） 

従来、当社管理部門は主にプリント配線板事業に従事していたため当該部門の費用は同事業

に帰属するものとして処理しておりましたが、システム事業の取引高の増加、及び出向社員を

含む従業員の増加等に伴いシステム事業に係る事務処理の負担が増大したため、当該部門の費

用はプリント配線板事業セグメントから除外し全社費用として処理することといたしました。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、プリント配線板事業の営業費用は225,181千円減

少し、営業損失が同額減少しております。 

  

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

プリント 

配線板事業 

（千円）

システム 

事業 

（千円）

 

計 

（千円）

消去又は 

全社 

（千円）

 

連結 

（千円）

Ⅰ 売上高

(1)外部顧客に対する売上高 2,976,071 7,312,693 10,288,765 － 10,288,765

(2)セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 2,976,071 7,312,693 10,288,765 － 10,288,765

  営業費用 3,857,083 5,450,249 9,307,333 225,181 9,532,514

  営業利益又は営業損失（△） △881,011 1,862,443 981,432 （225,181） 756,250

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失
及び資本的支出

資産 1,973,676 1,883,958 3,857,635 561,268 4,418,903

減価償却費

減損損失

124,411 

1,679,218

828

－

125,240 

1,679,218

14,262

－

139,503 

1,679,218

資本的支出 47,853 1,689 49,542 790 50,332
 



  
当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

（注）１．事業区分の方法 

当社の事業区分の方法は、事業の性質、製品の種類等の類似性を考慮して、プリント配線板の製造・

販売を中心としたプリント配線板事業と、ソフトウェア開発等を中心としたシステム事業に区分して

おります。 

２．各事業区分の主要な製品・サービス等 

(1) プリント配線板事業……両面、多層プリント配線板、部品搭載、電子製品の組み立て加工。 

(2) システム事業……………電子回路設計開発、ハードウェア開発、各種システムテスト・総合評

価・検査及び品質保証業務、アプリケーション開発、システムコンサル

テーション、インターネット関連等。 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 29,642千円であり、当社の管

理部門に係る費用であります。 

４．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載の通り、従来、たな卸資産は主として

総平均法による原価法により算定しておりましたが、当連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年7月5日）が適用されたことに伴い、主として総平均法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価の切り下げ方法）により算定して

おります。これによりプリント配線基板事業の営業損失は81,617千円多く計上されております。 

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成20

年４月１日 至 平成21年３月31日)においては、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％超でありますので、所在地別セグメント

の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

プリント 

配線板事業 

（千円）

システム 

事業 

（千円）

 

計 

（千円）

消去又は 

全社 

（千円）

 

連結 

（千円）

Ⅰ 売上高

(1)外部顧客に対する売上高 618,684 6,746,520 7,365,204 ― 7,365,204

(2)セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 618,684 6,746,520 7,365,204 ― 7,365,204

  営業費用 937,824 6,039,726 6,977,550 29,642 7,007,192

  営業利益又は営業損失（△） △319,139 706,794 387,654 （29,642） 358,012

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失
及び資本的支出

資産 ― 1,860,021 1,860,021 532,575 2,392,596

減価償却費 8,341 1,836 10,178 1,834 12,012

資本的支出 2,150 7,322 9,472 ― 9,472
 

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高



  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 △81円 55銭
 

１株当たり純資産額 △46円   70銭
 

１株当たり当期純損失 55円 12銭
 

１株当たり当期純利益 36円   28銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   17円 38銭

 

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) △703,705 319,276

純資産の部の合計額から控除する金額 
（千円）
 （うちＡ種優先株式）
 （少数株主持分）

1,695,016
 

（ 1,600,000 ）
（ 95,016 ）

1,692,767
 

（ 1,600,000 ）
（   92,767 ）

普通株式に係る純資産額(千円) △2,398,722 △1,373,491

普通株式の発行済株式数(株) 29,417,400 29,417,400

普通株式の自己株式数（株） 3,213 4,882

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数（株）

29,414,187 29,412,518
 

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）(千円) △1,621,560 1,067,204

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）(千円)
△1,621,560 1,067,204

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 29,414,187 29,413,057

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定

に用いられた当期純利益調整額の主要な内訳
             ―              ―

当期純利益調整額（百万円） ― ―

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定

に用いられた普通株式増加数の主要な内訳 

 新株予約権(千株） ― 32,000,000
  
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

A種優先株式 16,000千株の普
通株式への転換予約権の行使
による株式の増加

（A種優先株式の概要）
①発行価額

１株につき  100円
②発行価額の総額

1,600,000千円
③転換請求期間

平成23年３月１日以降
④当初転換価額

１株につき  50円

───────



 



  

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 当連結会計年度末日後、平成20年4月4日の当社取締役

会決議に基づき、プリント配線板事業の会社分割による

譲渡に当たり、同事業において製造の用に供している本

社工場の根抵当権抹消のため、以下の借入を実行してお

ります。

(1)平成20年４月23日 取締役会決議

  資金使途 ： 金融機関からの借入金返済

  借入先 ： ＴＣＳホールディングス㈱

  金額
： 540,000千円

  利率 ： 年 2.00%

  実行日 : 平成20年４月30日

  返済期限 : 平成20年９月30日

  弁済方法 ： 一括返済
  担保及び保証

(2)平成20年５月15日 

   資金使途

  借入先

   金額

   利率

   実行日

  返済期限

  弁済方法

  担保及び保証

：

：

：

：

：

：

：

：

：

無担保、無保証

取締役会決議

金融機関からの借入金返済

ＴＣＳホールディングス㈱ 

940,000千円 

年 2.00% 

平成20年５月28日

平成24年１月31日

分割返済

無担保、無保証
 

      

――――――――――――

 



5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 274,635 251,969

受取手形 30,837 －

売掛金 1,677,042 883,855

製品 97,729 －

原材料 69,175 －

仕掛品 202,610 36,763

貯蔵品 8,801 －

前払費用 20,526 1,513

未収入金 10,498 26,086

関係会社短期貸付金 270,000 －

立替金 223 1,853

その他 31,082 10,536

貸倒引当金 △1,366 △693

流動資産合計 2,691,798 1,211,885

固定資産

有形固定資産

建物 2,409,144 27,004

減価償却累計額 △2,242,624 △16,874

建物（純額） ※2 166,520 10,129

構築物 84,957 2,758

減価償却累計額 △82,423 △363

構築物（純額） ※2 2,534 2,395

機械及び装置 1,888,119 －

減価償却累計額 △1,872,073 －

機械及び装置（純額） ※2 16,046 －

車両運搬具 1,949 205

減価償却累計額 △1,944 △204

車両運搬具（純額） 5 0

工具、器具及び備品 1,240,374 3,624

減価償却累計額 △1,220,021 △1,067

工具、器具及び備品（純額） ※2 20,353 2,557

土地 ※2 292,741 64,185

有形固定資産合計 498,201 79,267

無形固定資産

ソフトウエア 1,385 1,134

電話加入権 512 341

水道施設利用権 103 －

無形固定資産合計 2,001 1,476

 



(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 250,796 154,612

関係会社株式 274,165 274,165

出資金 10 10

従業員に対する長期貸付金 11,775 66

破産更生債権等 42,651 41,113

施設利用会員権 1,933 1,933

敷金及び保証金 － 50,804

その他 3,539 －

貸倒引当金 △42,661 △41,113

投資その他の資産合計 542,210 481,593

固定資産合計 1,042,412 562,337

資産合計 3,734,211 1,774,222

負債の部

流動負債

支払手形 131,932 －

買掛金 488,453 ※1 220,877

短期借入金 ※2 503,000 －

関係会社短期借入金 500,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※2 310,796 －

1年内返済予定の関係会社長期借入金 － 180,000

1年内償還予定の社債 500,000 －

未払金 283,524 ※1 211,617

未払費用 50,465 29,014

未払法人税等 19,394 8,421

未払消費税等 69,927 －

預り金 3,038 5,878

賞与引当金 21,035 88,322

前受収益 440 428

設備関係支払手形 7,404 －

事業整理損失引当金 367,700 －

受注損失引当金 － 15,991

製品補償引当金 － 37,605

その他 14,688 6,593

流動負債合計 3,271,802 804,750

固定負債

長期借入金 ※2 689,250 －

関係会社長期借入金 － 724,000

繰延税金負債 35,651 6,141

退職給付引当金 356,110 21,187

長期未払金 － 172,716

長期リース資産減損勘定 355,612 －

その他 2,500 2,500

固定負債合計 1,439,124 926,545

負債合計 4,710,927 1,731,296

 



(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,540,000 1,540,000

資本剰余金

資本準備金 1,510,000 1,510,000

資本剰余金合計 1,510,000 1,510,000

利益剰余金

別途積立金 10,000 10,000

繰越利益剰余金 △4,088,314 △3,025,295

利益剰余金合計 △4,078,314 △3,015,295

自己株式 △476 △605

株主資本合計 △1,028,790 34,099

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 52,074 8,826

評価・換算差額等合計 52,074 8,826

純資産合計 △976,716 42,926

負債純資産合計 3,734,211 1,774,222

 



(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

売上高

売上高 7,647,242 4,757,140

売上原価

製品期首たな卸高 263,024 127,590

当期製品製造原価 5,439,490 3,952,157

当期製品仕入高 1,017,305 224,474

他勘定振替高 － ※2 343,229

合計 6,719,820 3,960,992

製品期末たな卸高 127,590 －

売上原価合計 6,592,230 ※3 3,960,992

売上総利益 1,055,012 796,148

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 22,966 －

役員報酬 14,485 23,544

給料及び手当 235,672 193,573

賞与引当金繰入額 2,678 12,076

退職給付費用 17,836 15,061

福利厚生費 3,408 －

法定福利費 24,855 25,351

交際費 1,936 3,117

減価償却費 15,353 －

租税公課 27,857 10,729

リース費用 6,963 －

賃借料 4,334 24,280

業務委託費 41,328 35,987

支払手数料 － 30,185

採用費 － 10,602

その他 77,819 90,128

販売費及び一般管理費合計 ※4 497,496 ※4 474,638

営業利益 557,516 321,510

営業外収益

受取利息 4,651 ※1 2,323

受取配当金 5,189 4,652

受取賃貸料 12,276 6,778

仕入割引 81 27

その他 1,689 436

営業外収益合計 23,888 14,218

営業外費用

支払利息 71,451 ※1 47,636

社債利息 9,972 4,888

売上債権売却損 43 420

賃貸資産賃借料 － 7,670

その他 6,081 5,631

営業外費用合計 87,548 66,246

経常利益 493,856 269,482

 



(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※5 66 ※1, ※5 890,885

貸倒引当金戻入額 1,628 2,210

会員権売却益 500 －

その他 － 939

特別利益合計 2,194 894,036

特別損失

固定資産除却損 ※6 1,888 ※6 2,513

投資有価証券評価損 22,291 25,879

たな卸資産評価損 107,773 －

減損損失 ※7 1,679,218 －

事業整理損 － ※8 24,421

事業整理損失引当金繰入額 367,700 －

製品補償引当金繰入額 － 37,605

特別損失合計 2,178,871 90,419

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,682,821 1,073,098

法人税、住民税及び事業税 10,561 10,079

当期純利益又は当期純損失（△） △1,693,383 1,063,018

 



(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,540,000 1,540,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,540,000 1,540,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,510,000 1,510,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,510,000 1,510,000

資本剰余金合計

前期末残高 1,510,000 1,510,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,510,000 1,510,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 10,000 10,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,000 10,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △2,394,931 △4,088,314

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,693,383 1,063,018

当期変動額合計 △1,693,383 1,063,018

当期末残高 △4,088,314 △3,025,295

利益剰余金合計

前期末残高 △2,384,931 △4,078,314

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,693,383 1,063,018

当期変動額合計 △1,693,383 1,063,018

当期末残高 △4,078,314 △3,015,295

自己株式

前期末残高 △476 △476

当期変動額

自己株式の取得 － △128

当期変動額合計 － △128

当期末残高 △476 △605

 



(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 664,592 △1,028,790

当期変動額

自己株式の取得 － △128

当期純利益又は当期純損失（△） △1,693,383 1,063,018

当期変動額合計 △1,693,383 1,062,889

当期末残高 △1,028,790 34,099

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 110,468 52,074

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△58,394 △43,247

当期変動額合計 △58,394 △43,247

当期末残高 52,074 8,826

評価・換算差額等合計

前期末残高 110,468 52,074

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△58,394 △43,247

当期変動額合計 △58,394 △43,247

当期末残高 52,074 8,826

純資産合計

前期末残高 775,061 △976,716

当期変動額

自己株式の取得 － △128

当期純利益又は当期純損失（△） △1,693,383 1,063,018

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △58,394 △43,247

当期変動額合計 △1,751,777 1,019,642

当期末残高 △976,716 42,926

 



  

  

(4)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当社は、主要取引先からの携帯電話関連基板の受注

高が大幅に減少したことにより第62期（平成16年2月1

日から平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連続

して多額な営業損失を計上いたしましたが、システム

事業の積極的な事業拡大により前事業年度（第65期）

において４期ぶりに黒字に転じることができました。

当事業年度におきましてもプリント配線板事業におい

て①営業体制の見直し②生産効率の徹底した改善③不

採算製品の整理④新技術を駆使した新規顧客拡大⑤最

低限度の生産体制のための人員の削減見直し等を行

い、経営方針の転換を進めてまいりましたが、これら

の対策も思うように奏功せず、当社のプリント配線板

事業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増し、同セ

グメントにおいては当事業年度も多額の営業損失を計

上いたしました。また、システム事業においても今後

は競争企業の参入が増加しコスト競争がより激しくな

っていくことが予想されることから、当社は平成20年

４月４日開催の当社取締役会において、平成20年７月

１日をもって当社のプリント配線板事業を会社分割に

より新設会社に承継させた上で、新設会社の全株式を

㈱キョウデンに譲渡することにつき、平成20年６月27

日開催予定の定時株主総会に提案することを決定いた

しました。

なお、当該会社分割及び株式譲渡の取締役会決議

日、並びに株式譲渡契約締結日は平成20年４月４日で

ありますが、当事業年度中における検討の過程等を勘

案すると実質的な意思決定は当事業年度内（平成20年

３月期）に行われたと判断できることから、これに係

る損失を当事業年度において計上することといたしま

した。すなわち、当該会社分割及び株式譲渡を決議し

たことによりプリント配線板事業の譲渡価格が確定し

たことに伴い、当事業年度末において同事業で使用し

ている製造設備の減損損失 1,679,218千円を認識いた

しました。また、本分割により新会社に承継するプリ

ント配線板事業に関わる資産及び負債の当事業年度末

の簿価による純資産額と譲渡価額との差額 367,700千

円を事業移転損失引当金繰入額として認識し、減損損

失と合わせて 2,046,918千円を特別損失に計上いたし

ました。

     ―――――――――――

 



    

  

前事業年度
(自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日)

  これにより、当事業年度末におきましては 976,716

千円の債務超過となったことから企業継続性について

の重要な疑義が発生いたしておりますが、これに対し

ましては、当該会社分割において発生しうる損失のう

ち現時点において把握できるすべての損失を当事業年

度において計上済みであることから、当社の親会社で

あるＴＣＳホールディングス㈱とそのグループ企業と

の協力体制のもと、①黒字部門であるシステム事業に

経営資源の集中を図り、当社を取り巻く事業環境の変

化に迅速に対応して経営の改善と安定化を図られる見

通しであること。また、②会社分割の承継資産対象か

ら除外しております横浜工場を売却することにより売

却益を計上する計画であること。などの諸施策により

第67期事業年度末までの債務超過解消に邁進してまい

ります。 

  財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

上記のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。
 



  

  

  

(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品

 総平均法による原価法

原材料

 月次移動平均法による原価法

仕掛品

プリント配線板事業：総平均法に

よる原価法

システム開発事業：個別法による

原価法

貯蔵品

 最終仕入原価法

 但し、一部の貯蔵品については月次

移動平均法による原価法

製品

───────

原材料

───────

仕掛品

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品

───────

（会計方針の変更）

当事業年度より、「棚卸資産の評価
に関する会計基準」（企業会計基準第
９号 平成18年７月５日公表分）を適
用しております。 
 この結果、従来の方法によった場合
と比べて、当事業年度における売上総
利益及び営業利益、経常利益は、それ
ぞれ81,617千円少なく計上されており
ます。

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

 定額法

有形固定資産

同左

無形固定資産

 定額法

 但し、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

無形固定資産

同左

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金      

  

 

  

              

  

 (2) 賞与引当金 

 

 

期末債権の貸倒損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

  

従業員賞与の支給に備えて支給見込額

基準により計上しております。

同左 

  

 

  

 

  

同左

 



  

  

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 (3) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 また、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数(10年)による定額法により

翌事業年度から費用処理しておりま

す。 

 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務見込

額に基づき計上しております。

（追加情報）
 当社は、プリント配線板事業の会社
分割による分社化及び株式譲渡により
退職年金加入人数が著しく減少し合理
的に数理計算を行うことが困難となっ
たため、当事業年度より簡便法（自己
都合要支給額）に変更しております。

  (4)事業整理損失引当金  会社分割及び株式譲渡により発生す

る損失に備えるため、当社が負担する

こととなる損失見込み額を計上してお

ります。 

 

     ――――――――

  (5)受注損失引当金      ――――――――  一括請負契約により受注した案件の

損失に備えるため、受注済案件のうち

当事業年度末において損失が確実視さ

れ、かつ、その金額を合理的に見積る

ことができるものについては、将来発

生が見込まれる損失額を計上しており

ます。

  (6)製品補償引当金      ――――――――  当社が製作・販売した製品に関する

瑕疵担保責任により将来発生し得る損

失に備えるため、補償負担見込額を計

上しております。

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

スリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 

――――――――

６ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております

 消費税等の会計処理 

同左

 



  

(6)【重要な会計方針の変更】

【会計処理の変更】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

         ――――――― （リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当会計年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準13号 （平成５年６月17日

（企業審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。 

 これによる当事業年度の損益に与える影響はございま

せん。

 



  

  

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

        ――――――― （貸借対照表）

（立替金）

 前事業年度において区分掲記しておりました「立替

金」（当事業年度1,853千円）は、重要性が低いため当

事業年度は流動資産の「その他」に含めて表示しており

ます。

（敷金及び保証金）

 前事業年度において固定資産の「その他」に含めて表

示しておりました「敷金及び保証金」（前事業年度

2,719千円）は、資産総額の100分の1を超えたため、当

事業年度において区分掲記しております。

        ――――――― （損益計算書）

（運賃及び荷造費）
前事業年度において区分掲記しておりました「運賃

及び荷造費」（当事業年度4,708千円）は、重要性が低
いため当事業年度は販売費及び一般管理費の「その
他」に含めて表示しております。

（福利厚生費）

 前事業年度において区分掲記しておりました「福利厚

生費」（当事業年度1,711千円）は、重要性が低いため

当事業年度は販売費及び一般管理費の「その他」に含め

て表示しております。

（減価償却費）

 前事業年度において区分掲記しておりました「減価償

却費」（当事業年度943千円）は、重要性が低いため当

事業年度は販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しております。

（リース費用）

 前事業年度において区分掲記しておりました「リース

費用」（当事業年度2,689千円）は、重要性が低いため

当事業年度は販売費及び一般管理費の「賃借料」に含め

て表示しております。

（採用費）

 前事業年度において販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「採用費」（前事業年

度150千円）は、重要性が増したため、当事業年度にお

いて区分掲記しております。

 



  

【追加情報】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

(賞与引当金の計上） 

 当事業年度より、当社システム事業本部の賞与支給基

準が具体的に定められたため、当該基準に基づき計上し

ております。  

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、営

業利益、経常利益はそれぞれ21,035千円少なく計上され

ており、税引前当期純損失は同額多く計上されておりま

す。    

（受注損失引当金）  

 一括請負契約により受注した案件の損失に備えるた

め、受注済案件のうち当事業年度末において損失が確実

視され、かつ、その金額を合理的に見積ることができる

ものについては、将来発生が見込まれる損失額を計上し

ております。 

 なお、これにより、当事業年度の売上総利益及び営業

利益、経常利益、税金等調整前当期純利益はそれぞれ 

15,991千円少なく計上されております。 

 

―――――――――― （製品補償引当金） 

 当社が製作・販売した製品に関する瑕疵担保責任によ

り将来発生し得る損失に備えるため、補償負担見込額を

計上しております。 

 なお、これにより、当事業年度の税金等調整前当期純

利益は37,605千円少なく計上されております。

 



  

  

  

(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

※１ 担保資産

建物 165,313千円

構築物 405千円

機械及び装置 852千円

工具器具及び備品 22千円

土地 287,454千円

投資有価証券 198,150千円

計 652,198千円
 

※１ 担保資産

      ―――――――――――

   上記に対する債務

１年内に返済する 
長期借入金

118,796千円

長期借入金 189,250千円

短期借入金 503,000千円

計 811,046千円
 

  

  ２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行１行と当座借越契約を締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度の借入未実行

残高は次のとおりであります。

当座借越極度額の総額 400,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円
 

  ２  

        ――――――――――――

 



(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 研究開発費の総額

   該当事項はありません。

※１ 研究開発費の総額

   該当事項はありません。

※２ 固定資産売却益

車両及び運搬具 66千円
 

※２ 固定資産売却益

建物 17,749千円

土地 873,136千円

計 890,885千円

※３ 固定資産除却損

 工具器具及び備品         1,888千

円

※４ 減損損失 

 当社は以下の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。     

場 所   用 途 種  類

本社工場  

及び  

横浜工場  

  

 

  

 

 

プリント 

配線板 

製造設備 

  

 

  

 

 

建物  

構築物 

機械及び装置  

車両及び運搬具 

工具器具及び備品  

土地  

リース資産  

無形固定資産 
 

(経緯）

 継続的に営業損失を計上している資産グループ、及
び遊休となっている資産の帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失として計上しており
ます。

(減損損失の金額）

種   類 金   額

建物  
構築物 
機械及び装置  
車両及び運搬具 
工具器具及び備品 
土地  
リース資産 
無形固定資産 

   551,003千円 
6,773千円 
57,910千円 

18千円 
66,367千円 
775,503千円 
220,379千円 
 1,261千円

合計 1,679,218千円
 

(グルーピングの方法）

 当社は、減損会計の適用にあたって、事業のセグ
メント別にグルーピングしているほか、賃貸用不動
産を単位として行っております。

(回収可能価額の算定方法等） 

 回収可能価額は平成20年4月1日から平成20年6月30
日（会社分割による株式譲渡予定日の前日）までの
間のプリント配線板事業の継続的使用によるキャッ
シュフロー及び平成20年7月1日付けにて予定してい
る株式譲渡の代金のうち上記のプリント配線板事業
の用に供する製造設備分相当額に基づいて算定して
おります。 

※３ 固定資産除却損

構築物 576千円

機械及び装置  1,909千円

工具、器具及び備品   26千円

計  2,513千円

※４       ―――――――――

 



  
  

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

    該当事項はありません。  

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

    自己株式の増加数の内訳は、次の通りであります。 

     普通株式の取得による増加 1,669株 

  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 3,213 － － 3,213
 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 3,213 1,669 － 4,882
 



リース取引関係、有価証券関係に関する注記事項につきましては、決算短信における開示の必要

性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

  

(開示の省略)



  

  

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 １．連結財務諸表等の注記（企業結合等関係）に記載しております。 

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 １．連結財務諸表等の注記（企業結合等関係）に記載しております。 

  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  税務上の繰越欠損金 1,721,087千円

未払事業税 4,401千円

  未払事業所税 5,969千円

  貸倒引当金 8,666千円

  賞与引当金 8,548千円

  一括償却資産 879千円

  退職給付引当金 144,723千円

  有価証券評価損 13,976千円

  会員権評価損 8,041千円

  事業再編整理損失 757,770千円

  減損損失 

  棚卸資産評価損

1,177,637千円

43,799千円

  その他 1,023千円

   繰延税金資産小計 3,896,525千円

  評価性引当金 △3,896,525千円

   繰延税金資産合計 －千円

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 35,651千円

   繰延税金負債合計 35,651千円
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  税務上の繰越欠損金 3,157,302千円

  修正再表示による影響額 1,112千円

  未払事業所税 2,569千円

  貸倒引当金 17,184千円

  賞与引当金 36,238千円

  一括償却資産 784千円

  退職給付引当金 8,693千円

  有価証券評価損 19,764千円

  会員権評価損 8,118千円

  減損損失 1,134千円

  受注損失引当金 6,561千円

  製品補償引当金 15,429千円

  その他 3,328千円

   繰延税金資産小計 3,278,220千円

  評価性引当金 3,278,220千円

   繰延税金資産合計 －千円

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 6,141千円

   繰延税金負債合計 6,141千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 課税所得が発生していないため、記載しておりませ

ん。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.03%

（調整）

評価性引当金の増減 △41.17%

交際費等永久に損金に算入されない 
 項目

0.13%

受取配当金等永久に益金に算入され 
 ない項目

△0.02%

住民税均等割 0.92%

その他 0.05%

税効果会計適用後の法人税等の負担 
 額

0.94%
 

(企業結合等関係)



  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益又は損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額(円) △87円 60銭 △52円 94銭

１株当たり当期純利益又は当期純損
失（△）(円)

△57円 57銭 36円 14銭

潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益(円)

潜在株式は存在しますが１株当たり

当期純損失であるため記載しており

ません。

         17円 31銭

 

前事業年度末
(平成20年３月31日)

当事業年度末
(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) △976,716 42,926

純資産の部の合計額から控除する金額 
(千円) 
 （うちＡ種優先株式）

1,600,000
（ 1,600,000 ）

1,600,000
（ 1,600,000  ）

普通株式に係る期末純資産額(千円) △2,576,716 △1,557,073

普通株式の発行済株式数(株) 29,417,400 29,417,400

普通株式の自己株式数（株） 3,213 4,882

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数（株）

29,414,187 29,412,518
 

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△1,693,383 1,063,018

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）(千円)
△1,693,383 1,063,018

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 29,414,187 29,413,057

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に用いられた当期純利益調整額の主要な内訳

（千円）

― ―

当期純利益調整額（千円） ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に用いられた普通株式増加数の主要な内訳 

 転換予約権（株） ─ 32,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

A種優先株式 16,000千株の普通

株式への転換予約権の行使によ

る株式の増加

(A種優先株式の概要）

①発行価額

１株につき  100円

②発行価額の総額

1,600,000千円

③転換請求期間

平成23年３月１日以降

④当初転換価額

１株につき  50円

───────

 



  

  

(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 当事業年度末日後、平成20年4月4日の当社取締役会決

議に基づき、プリント配線板事業の会社分割による譲渡

に当たり、同事業において製造の用に供している本社工

場の根抵当権抹消のため、以下の借入を実行しておりま

す。

(1)平成20年４月23日 取締役会決議

  資金使途 ： 金融機関からの借入金返済

  借入先 ： ＴＣＳホールディングス㈱

  金額 ： 540,000千円

  利率 ： 年 2.00%

  実行日 : 平成20年４月30日

  返済期限 : 平成20年９月30日

  弁済方法 ： 一括返済

  担保及び保証 無担保、無補償

(2)平成20年５月15日 

   資金使途

  借入先

   金額

   利率

   実行日

  返済期限

  弁済方法

  担保及び保証

：

：

：

：

：

：

：

取締役会決議

金融機関からの借入金返済

ＴＣＳホールディングス㈱ 

940,000千円 

年 2.00% 

平成20年５月28日

平成24年１月31日

分割返済

無担保、無保証

 

       ―――――――――――

 



①代表者の異動 

新任予定の代表取締役 

代表取締役社長 久次米 正明 現 取締役、アイレックスシステム㈱ 代表取締役社長    

退任予定の代表取締役 

取締役   馬場 芳彦  現 代表取締役社長                   

②その他の役員の異動 

新任取締役候補 

取締役   亀井 康之  現 人事部長                  

退任予定取締役 

取締役   佐藤 敏明 

 取締役   澤辺  功 

新任監査役候補 

監査役   岡本  充  現 東京コンピュータサービス㈱ 経理課次長        

退任予定監査役 

監査役   三垣  博  現 社外監査役               

(注）新任監査役候補 岡本 充氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他

重要な訴訟事件

 当社は、損害賠償等請求に関する以下の訴訟の提起を受けております。

 (1) 当該訴訟の提起があった年月日 平成20年12月26日

 (2) 当該訴訟を提起した者

① (イ) 商号 株式会社村田製作所

 （ロ）本店所在地 京都府長岡京市東神足１丁目10番１号

 （ハ）代表者 代表取締役社長 村田 恒夫

② (イ) 商号 株式会社小松村田製作所

 （ロ）本店所在地 石川県小松市光町93番地

 （ハ）代表者 代表取締役社長 萬代 治文
 

 (3) 当該訴訟の内容及び損害賠償請求金額

  ① 内容

 当社は平成20年７月１日付けにてプリント配線板事業を会社分割により新設会社

株式会社キョウデンファインテックに承継させた上で、新設会社の全株式を株式会

社キョウデンに譲渡し、現在はプリント配線板事業から撤退しております。 

 当該株式譲渡以前に当社が製造・販売したプリント配線板を使用して株式会社村

田製作所及び株式会社小松村田製作所が製造・販売した一部の製品について不具合

が発生し、同社らが納入先から損害賠償請求を受けたことをもって本件訴訟に至っ

た次第であります。

② 損害賠償請求金額

  310,227千円

③ 損益に与える影響

 当該訴訟に対し、当期に計上した損害賠償額はありません。

 
 



平成21年５月15日

  

  

1. ２１年３月期の連結業績（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

  

  

  

  

2. 配当の状況 

  

3. ２２年３月期の連結業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

  

(訂正前) 平成２１年３月期 決算短信
 

上 場 会 社 名 株式会社アイレックス 上場取引所 ＪＱ
 

コ ー ド 番 号 （６９４４） URL http://www.airex.co.jp
 

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)馬場 芳彦
問合せ先責任者 (役職名)取締役経営管理本部長 (氏名)久次米 正明 TEL (045)476－3211
 

定時株主総会開催予定日 平成21年６月26日 配当支払開始予定日 平成─年─月─日

有価証券報告書提出予定日 平成21年６月26日
 

(百万円未満切捨て)
 

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

２１年３月期 7,367 △28.4 360 △52.3 316 △54.5 1,069 ―

２０年３月期 10,288 △5.9 756 131.0 695 172.7 △1,621 231.3
 

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

２１年３月期 36.38 17.42 △375.7 9.3 4.9

２０年３月期 △55.12 ― △3,804.8 12.6 7.4
 

(参考) 持分法投資損益 21年３月期 ―百万円 20年３月期 ―百万円
 

(2) 連結財政状態
 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

２１年３月期 2,395 321 9.6 △46.61

２０年３月期 4,418 △703 △18.1 △81.55
 

(参考) 自己資本 21年３月期 229百万円 20年３月期 △ 798百万円
 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
 

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

２１年３月期 253 1,391 △1,575 666

２０年３月期 816 △598 △555 595
 

１株当たり配当金
配当金総額 
(年間)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)(基準日)

第１ 
四半期末

第２ 
四半期末

第３
四半期末

期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年３月期 ─ 0.00 ─ 0.00 0.00 ― ― ―

21年３月期 ─ 0.00 ─ 0.00 0.00 ― ― ―

22年３月期(予想) ─ ─ ─ ─ 0.00 ─
 

(％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 2,675 △32.5 △115 ─ △110 ─ △90 ─ △3.06

通 期 6,000 △18.6 220 △38.5 200 △36.8 177 △83.4 6.02
 



  
4. その他 

(注) 詳細は、７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

  

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         有 

〔(注) 詳細は、２３ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

  

(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、３７ページ「１株当たり情報」を

ご覧ください。 

  

1. ２１年３月期の個別業績（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

  

  

(2) 個別財政状態 

  

2. ２２年３月期の個別業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

  
 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  業績予想には、本決算短信発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており
ますので、今後の経済情勢・市場の変動等に関わるリスクや不確定要因により、実際の業績は予想数値と
大幅に異なる可能性があります。 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無

新規 ― 社（社名       ） 除外 ― 社（社名         ）
 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 21年３月期 29,417,400株 20年３月期 29,417,400株

② 期末自己株式数 21年３月期 4,882株 20年３月期 3,213株
 

(参考) 個別業績の概要

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

２１年３月期 4,759 △37.8 324 △41.9 272 △44.9 1,065 ―

２０年３月期 7,647 △14.6 557 609.2 493 ― △1,693 ―
 

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

２１年３月期 36.23 17.35

２０年３月期 △57.57 ―
 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

２１年３月期 1,776 45 2.6 △52.85

２０年３月期 3,734 △976 △26.1 △87.60
 

(参考) 自己資本 21年３月期 45百万円 20年３月期 △976百万円
 

(％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率)
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 1,450 △45.9 △40 ─ △46 ─ △55 ─ △1.87

通 期 3,500 △26.5 140 △57.0 130 △52.5 118 △88.9 5.51
 



（当期の経営成績） 

 当連結会計年度におけるわが国経済を振り返りますと、第１四半期連結会計期間から第２四半期連結

会計期間にかけましてはサブプライム住宅ローン問題の長期化による米国の景気後退懸念や、原油高を

中心とする資材・原材料価格の高騰等により企業収益が減少、輸出の伸びも鈍化する中で、個人消費や

設備投資はおおむね横ばいで推移してまいりましたが、10月中旬のアメリカ・欧州における金融危機の

深刻化や株式・為替市場の大幅な変動などから景気の状況は急速に悪化いたしました。特に企業収益

は、外需に依存する成長を続けてきた日本経済が曲がり角を迎え、輸出の落ち込みから企業の生産が大

幅な抑制に入ったことから、企業収益は大幅に減少し、雇用情勢、個人消費のマインドも急速に悪化し

てまいりました。 

 情報サービス業界は景気先行きに対する不透明感があったものの比較的堅調に推移しておりました

が、第２四半期連結会計期間に入ると電気・ガス・情報通信産業等のインフラ関係の企業業績の不振に

よる新規案件の来期への見送りが顕在化し始め、さらに第３四半期連結会計期間には当社の主要市場で

ある電機、自動車業界等が大幅な減益予想に修正され、受注環境は一層厳しいものとなってまいりまし

た。 

 このような事業環境下で、当社グループは引き続き経営の効率化、及び新規顧客開拓等による事業の

拡大を図り、一刻も早い利益体質への改善に日々努めてまいりましたが、プリント配線板事業の会社分

割による分社化及び株式譲渡を実施したことにより、当連結会計年度における売上高は7,367,304千円

と前年同期に比べ2,921,460千円（28.4％）減少し、営業利益は360,723千円と前年同期と比べ395,526

千円（52.3％）減少、経常利益は316,269千円と前年同期と比べ379,006千円（54.5％）減少いたしまし

た。しかしながら、当初計画しておりました横浜工場の売却が実現したことから固定資産売却益

890,885千円を特別利益に計上し、当期純利益は1,069,916千円と前年同期と比べ2,691,477千円増加い

たしました結果、純資産は前年同時と比べ1,025,693千円増加し321,988千円となり、計画通り債務超過

を解消いたしました。 

  

（セグメント別売上高及び営業利益） 

 当社グループのシステム事業におきましては、電機・自動車業界等における経営環境の悪化の影響に

より売上高が減少し6,748,620千円（前期比7.7％減）となりました。また、収益減を固定費の削減だけ

では補填しきれず原価率が増加したことにより営業利益は709,506千円（前期比61.9％減）となりまし

た。 

 プリント配線板事業では、当初の計画通り平成20年７月１日付けにて株式会社キョウデンファインテ

ックへ承継し、同事業の売上高は618,684千円（前期比 79.2％減）、営業損失は319,139千円（前期比

561,871千円減少）となりました。 

  

（次期の見通し） 

 我が国経済を展望いたしますと、世界的な金融危機の長期化による金融市場の混乱により景気回復は

足踏み状態になることが予想されます。 

 このような状況の下、情報サービス業界は当期に引き続き、当社グループの主要市場である電機・自

動車関連業界の環境が厳しい状況であり、受注価格の値下がりや開発案件の先送りなどが考えられるこ

とから、次期の連結業績予想につきましては売上高は60億円（前期比18.6％減）、経常利益は２億円

（前期比36.8％減）となる見込みであります。 

 なお、当社は、昨年７月のプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡を終え、システ

ム事業を専業とする新たな期を迎え、次期を「新生アイレックスグループシステム元年」と位置づけて

おり、当社グループを取り巻く事業環境の変化に迅速に対応して、幅広く営業力及び技術力を発揮し、

事業の効率化及び新規顧客開拓等により黒字定着を目指していく所存であります。 

 株主の皆様におかれましては、何卒一層のご理解と変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げま

す。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析



  
（中期経営計画等の進捗状況） 

 連結計算書類作成会社である当社は、当期の諸施策の実行により、計画通り債務超過を解消いたしま

した。次期からはシステム事業を専業とする会社となったことにより、３．経営方針(3)中長期的な会

社の経営戦略に記載いたしました内容を骨子として、現在新たに中期経営計画を策定しております。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

(イ)資産 

流動資産は、主にプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡により受取手形及

び売掛金や棚卸資産が減少し、また、短期貸付金が回収等により減少し、前連結会計年度末より

1,560,487千円減少し2,028,488千円となりました。 

 固定資産では、有形固定資産がプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡によ

り減少いたしました。また、投資その他の資産では、システム事業の新規拠点の開設に伴い敷金

及び保証金が増加いたしましたが、投資有価証券が株式時価の下落により減少し、固定資産合計

では、前連結会計年度末より463,106千円減少し366,820千円となりました。 

 その結果、資産合計は前連結会計年度末より2,023,594千円減少し2,395,308千円となりまし

た。 

  

(ロ)負債 

流動負債は、主にプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡により支払手形及

び買掛金等が減少し、また短期借入金の返済や１年内償還予定の社債の償還などにより、前連結

会計年度末より2,545,465千円減少し1,114,217千円となりました。 

 固定負債は、プリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡による退職給付引当金

及びリース資産減損勘定等の減少などにより前連結会計年度末より503,822千円減少し959,103千

円となりました。 

 その結果、負債合計は前連結会計年度末より3,049,288千円減少し2,073,320千円となりまし

た。 

  

(ハ)純資産 

純資産は、保有株式の株価の下落によりその他有価証券評価差額金が43,316千円減少いたしま

したが、当期純利益1,069,916千円が計上されたことにより増加し、当連結会計年度末の純資産は

前連結会計年度末より1,025,693千円増加し321,988千円となりました。 

  

(2) 財政状態に関する分析



  
②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、借入金の

返済や社債の償還により財務活動によるキャッシュ・フローが減少いたしましたが、営業活動キャ

ッシュ・フローと有形固定資産の売却による収入等により投資活動によるキャッシュ・フローが増

加し、前連結会計年度末に比べ70,429千円増加し、当連結会計年度末には666,053千円となりまし

た。 

  

(イ)営業活動によるキャッシュ・フロー 

主にプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡により仕入債務が減少いたしま

したが、税金等調整前当期純利益と売上債権の増加、賞与引当金等の増加などにより253,872千

円の資金が増加いたしました。 

  

(ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー 

敷金・保証金の支払い等により資金が減少いたしましたが、有形固定資産の売却による収入、

貸付金の回収、事業譲渡に伴う収入等により1,391,732千円の資金が増加いたしました。 

  

(ハ)財務活動によるキャッシュ・フロー 

借入金の返済、及び社債の償還により1,575,174千円の資金が減少いたしました。 

  

当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

注）自己資本比率：自己資本／総資産  

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー  

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利息支払額  

1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  

2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。  

3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべ

ての負債を対象としております。また、利息支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の

支払額を使用しております。 

4. 平成17年３月期から平成19年３月期までは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レ

シオは算定しておりません。  

  

当社の利益配分につきましては、収益状況に対応した配当を行うことを基本としつつ、今後も受注や

技術力の競争に打ち勝つ企業体質の一層の強化、並びに将来の事業拡大に備えるための内部留保の充実

などを勘案して決定する方針を採っております。 

 当期におきましては、計画通り債務超過を解消いたしましたものの、なお利益剰余金に大きなマイナ

スが残っていることから、誠に遺憾ながら当期の配当につきましては見送らせていただきたいと存じま

す。 

 また、次期の配当につきましても、予想される事業環境、次期の事業計画においては利益剰余金のマ

イナスの解消には至らないと予想されることから、現時点におきましては見送りを予定しております。

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款において定めております。 

  

平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 

自己資本比率 6.7 7.6 13.4 △18.1 9.6

時価ベースの自己資本比率 23.7 50.3 35.6 42.6 46.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

－ － － 3.1 3.7

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

－ － － 9.9 5.3
 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当



  

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考

えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を以下に記載してお

ります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合

の対応に努める方針でありますが、当社グループの有価証券に関する投資判断は、本項及び本書中の本

項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。  

 なお、文中の将来に関する事項は、本決算短信提出日(平成21年5月15日)現在において当社グループ

が判断したものであり、また、当社グループ株式への投資に関連するリスクを全て網羅するものではあ

りませんので、この点をご留意ください。  

  

① 市況変動リスク  

 当社グループは顧客ニーズに的確に応えられかつ価格競争力がある企業を目指し、生産性・稼働率向

上、技術力向上、品質改善等に努め、常にコストダウンを念頭においてローコストオペレーションを行

い企業基盤の強化を図っておりますが、受注価格の急速な値下がりや、競争企業の参入の増加や海外へ

のオフショアによりコスト競争がより激しくなっていくことなどにより、当社グループの業績及び財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。  

   

② 受注、システム開発上のリスク 

 システムの受託開発業務においては、受注時に想定した以上に工数が嵩む場合や、成果物に瑕疵があ

ること等により追加工数が発生した場合、受注した案件が不採算となり当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。また、成果物の検収後におきましても、当社グループ又は当社グループの外注

委託先の責任に帰する重大なシステム障害が発生した場合には、当社グループの信用が損なわれ、補償

問題の発生など、その後の事業展開、業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 情報セキュリティリスク  

 企業活動においてコンピュータネットワークや情報システムの果たす役割が高まるに伴い、ソフトウ

ェア、ハードウェアの不具合やコンピュータウィルスの侵入による情報システムへの障害や情報の漏洩

等のリスクが高まります。またソフトウェア業であります当社グループは、業務の特性上、取引先の機

密情報を取り扱うことがあります。当社グループにおいては、ISO27001（ISMS）の認証を取得し、機器

の管理・保全、セキュリティの高度化、運用ルールの設定や従業員教育のシステムを確立し情報セキュ

リティの保全に万全を期しておりますが、万一、当社グループ又は当社グループの外注委託先の責任に

起因するネットワークシステムや情報システム機能の機能低下や停止、又は情報漏洩事故等が発生した

場合、当社グループの信用が損なわれ、その後の事業展開、業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

④ 訴訟の発生 

当社は、損害賠償等請求に関する以下の訴訟の提起を受けました。 

(4) 事業等のリスク

① 当該訴訟の提起があった年月日 平成20年12月26日

② 当該訴訟を提起した者

ⅰ （イ） 商号 株式会社村田製作所

（ロ）本店所在地 京都府長岡京市東神足１丁目10番１号

（ハ）代表者 代表取締役社長 村田 恒夫

ⅱ （イ） 商号 株式会社小松村田製作所

（ロ）本店所在地 石川県小松市光町93番地

（ハ）代表者 代表取締役社長 萬代 治文
 

③ 訴訟の内容及び損害賠償請求金額

ⅰ 内容

当社は平成20年７月１日付けにてプリント配線板事業を会社分割により新設会社株式会社キ
ョウデンファインテックに承継させた上で、新設会社の全株式を株式会社キョウデンに譲渡
し、現在はプリント配線板事業から撤退しております。 
 当該株式譲渡以前に当社が製造・販売したプリント配線板を使用して株式会社村田製作所
及び株式会社小松村田製作所が製造・販売した一部の製品について不具合が発生し、同社ら
が納入先から損害賠償請求を受けたことをもって本件訴訟に至った次第であります。

ⅱ 損害賠償請求金額

 310,227千円
 



当該訴訟事件につきまして、当社といたしましては裁判において当社の正当性を主張して争っていく

方針でありますが、当該訴訟の結果により損害賠償金等を支払わざるを得ない状況になった場合は、当

社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。  

  



当社の企業集団は、当社及び子会社４社で構成され、システム開発を軸としてハードウェア開発・設

計、業務系アプリケーション開発から、検証・運用・保守業務まで、トータルにサービスを提供してお

り、当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。  

  

（親会社） 

ＴＣＳホールディングス株式会社 

 ＴＣＳホールディングス株式会社グループは、ソフトウェア・ファームウェア開発等あらゆる開発を

手掛けており、そのグループ企業は①ソフトウェア開発全般を手掛ける会社、②大手企業のソフトウェ

ア・ファームウェア技術の協業化を目的とした共同出資会社、③特殊専門分野の開発を専業とする会社

の３つに大別されます。また近年は、積極的にＭ＆Ａ戦略によってハードウェアの開発・製造を行うメ

ーカーから、部材調達・提供を行う商社まで、グループ事業の多角化を推進しております。 

  

（主な子会社）  

(1) アイレックスシステム株式会社 

 通信制御系システム開発を中心として、システムコンサルテーション及びシステム設計・製作を行っ

ております。 

  

(2) 株式会社アイレックスインダストリアルソリューションズ  

 各種システムテスト・総合評価・運用・保守、及びネットワーク構築業務を行っております。  

  

(3) 株式会社アイレックスソハード  

 ハードウェア系のソフトウェア開発、並びに設計・製作・保守まで幅広い業務を行っております。 

  

(4) アイレックスインフォテック株式会社 

 業務系アプリケーション開発をを中心として、システムコンサルテーション及びシステム設計・製作

を行っております。 

  

(5) その他１社（非連結子会社）  

   REX TECHNOLOGY,INC． 

  

注１．前連結会計年度まで連結の範囲に含めていたRex Technoligies Philippins, Inc.は平成20年11

月26日をもって清算手続きを完了したため、当連結会計年度において連結の範囲から除外してお

ります。 

注２．前連結会計年度まで持分法の適用の範囲に含めていた株式会社アイテクデザインは平成20年12月

29日付けにて当社が保有する全株式を売却したため、当連結会計年度において持分法適用会社か

ら除外しております。 

注３．株式会社アイレックスソハードとアイレックスインフォテック株式会社は平成21年４月１日付け

にて合併し、アイレックスインフォテック株式会社となりました。 

  

2. 企業集団の状況



① 基本理念  

企業の永続的な繁栄は、社会の健全な進歩・発展なくしてはあり得ません。この認識に立って変

化する社会の要請に効率的に対処するため、当社グループは総合的かつ多角的機能をもって、明日

の情報社会の建設に貢献してまいります。  

 そして、常にその果たすべき役割と責任を自覚し、節度ある経営態度をもって、企業価値の極大

化のために「技術の蓄積」と「顧客の開拓」と「組織の確立」に粉骨砕身、奮励努力してまいりま

す。  

② 基本方針 

１．「合理主義」と「堅実主義」の経営に徹する。  

２．「自助の精神」と「進取の精神」の経営に徹する。  

３．「社員の社員による社員の為の経営」に徹する。  

  

当社グループは、当連結会計年度においてプリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡

により、現在はシステム事業に経営資源の集中を図っております。 

 営業面におきましては、システム開発業務から製作、運用、検証・保守までの幅広い業務を活かし、

既存顧客の事業拡大及びターゲット業界の拡大による新規顧客を獲得に注力してまいります。 

 連結子会社につきましては通信・制御系システム開発に強みを持つアイレックスシステム㈱、第三者

検証とシステム運用に特化した㈱アイレックスインダストリアルソリューションズ、ハード系システム

開発及び業務系アプリケーション・ソフト開発に強いアイレックスインフォテック㈱等の子会社各社の

得意分野によるすみ分けを図り、またグループ会社との連携強化による一貫したビジネスの提供力の拡

大を図り、シナジーを発揮してまいります。 

 当連結会計年度におきましては、プリント配線板事業の会社分割による分社化及び株式譲渡により73

億円まで売上高が一旦後退いたしましたが、不採算部門の切り離しにより黒字体質に転化しおり、上記

のように事業拡大及びグループ会社のシナジー効果により、中期的にグループ売上高100億円、経常利

益10億円の体制を早期に目指してまいる所存であります。 

  

当社グループには、１．経営成績の（４）事業等のリスクに記載いたしましたように、市場変動

により発生しうるリスクが存在しますが、これらのリスクの存在に鑑み、黒字体質の強化と業績向

上のため、以下の諸施策を実施してまいります。 

(イ)全国に配置されている拠点の営業強化 

(ロ)ターゲットとする業界の拡大による新規顧客の獲得 

(ハ)インフラ構築、第三者検証業務、運用・保守などのシステム開発以外への幅広い分野への積

極的な取り組み 

(ニ)連結子会社各社の事業分野別による差別化を図るとともに、グループ会社との連携強化によ

る一貫したビジネスの提供力の拡大 

(ホ)社員教育による営業力・技術力・プロジェクト管理力の向上 

(ヘ)内部統制システムによる財務報告の信頼性向上 

  

我が国経済を展望いたしますと、世界的な金融危機の長期化による金融市場の混乱により景気回復は

足踏み状態になることが予想されます。 

 このような状況の下、情報サービス業界は当期に引き続き、当社グループの主要市場である電機・自

動車関連業界の環境は厳しい状況であり、受注価格の値下がりや開発案件の先送りなどが考えられます

が、(3) 中長期的な会社の経営戦略に記載いたしました諸施策を実行することにより、事業の効率化及

び新規顧客開拓等により黒字定着を目指していく所存であります。また、受託案件の受注については、

営業力、技術力、収支管理力の向上が欠かせないところであり、受注損失の撲滅のための取り組みに注

力していく所存であります。 

 株主の皆様におかれましては、何卒一層のご理解と変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げま

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題



す。 

  

重要な訴訟事件につきまして、６．その他の(2)その他に記載しております。 

  

(5) その他、会社の経営上重要な事項



4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 634,538 666,053

受取手形及び売掛金 2,082,396 1,229,955

たな卸資産 378,491 －

商品及び製品 － －

仕掛品 － 38,985

原材料及び貯蔵品 － －

繰延税金資産 42,287 29,955

短期貸付金 372,110 200

その他 82,839 65,246

貸倒引当金 △3,689 △1,909

流動資産合計 3,588,975 2,028,488

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,494,789 －

減価償却累計額 △2,325,507 －

建物及び構築物（純額） 169,282 －

機械装置及び運搬具 1,890,068 －

減価償却累計額 △1,874,017 －

機械装置及び運搬具（純額） 16,051 －

工具、器具及び備品 1,241,192 －

減価償却累計額 △1,220,459 －

工具、器具及び備品（純額） 20,733 －

土地 292,741 64,185

その他 － 35,950

減価償却累計額 － △19,823

その他（純額） － 16,127

有形固定資産合計 498,809 80,313

無形固定資産

その他 2,814 2,678

無形固定資産合計 2,814 2,678

投資その他の資産

投資有価証券 291,333 194,679

長期貸付金 12,943 66

破産更生債権等 42,651 43,154

その他 24,043 89,082

貸倒引当金 △42,668 △43,154

投資その他の資産合計 328,303 283,828

固定資産合計 829,927 366,820

資産合計 4,418,903 2,395,308

 



(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 764,843 332,676

短期借入金 1,334,796 225,000

1年内償還予定の社債 500,000 －

未払金 306,259 216,752

未払法人税等 63,743 11,188

賞与引当金 103,906 161,491

事業整理損失引当金 367,700 －

受注損失引当金 － 15,991

製品補償引当金 － 37,605

設備関係支払手形 7,404 －

その他 211,029 113,512

流動負債合計 3,659,683 1,114,217

固定負債

長期借入金 689,250 724,000

繰延税金負債 35,651 6,141

退職給付引当金 376,437 49,827

役員退職慰労引当金 1,216 3,351

長期未払金 － 172,716

長期リース資産減損勘定 355,612 －

その他 4,757 3,066

固定負債合計 1,462,926 959,103

負債合計 5,122,609 2,073,320

純資産の部

株主資本

資本金 1,540,000 1,540,000

資本剰余金 1,510,000 1,510,000

利益剰余金 △3,896,390 △2,825,000

自己株式 △476 △605

株主資本合計 △846,866 224,394

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 48,143 4,826

評価・換算差額等合計 48,143 4,826

少数株主持分 95,016 92,767

純資産合計 △703,705 321,988

負債純資産合計 4,418,903 2,395,308

 



(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高 10,288,765 7,367,304

売上原価 8,821,012 6,259,023

売上総利益 1,467,752 1,108,280

販売費及び一般管理費

販売費 26,983 6,563

一般管理費 684,519 740,993

販売費及び一般管理費合計 711,502 747,556

営業利益 756,250 360,723

営業外収益

受取利息 5,676 4,827

受取配当金 5,458 5,124

受取賃貸料 12,276 6,778

その他 3,674 6,332

営業外収益合計 27,085 23,062

営業外費用

支払利息 81,824 53,483

売上債権売却損 43 420

貸与資産リース費用 － 7,670

その他 6,191 5,942

営業外費用合計 88,059 67,516

経常利益 695,276 316,269

特別利益

固定資産売却益 66 890,885

貸倒引当金戻入額 1,718 1,550

会員権売却益 500 －

その他 70 5,559

特別利益合計 2,354 897,995

特別損失

固定資産除却損 1,888 2,513

投資有価証券評価損 22,291 30,926

減損損失 1,679,218 －

事業整理損 － 24,421

事業整理損失引当金繰入額 367,700 －

たな卸資産評価損 107,773 －

製品補償引当金繰入額 － 37,605

その他 163 0

特別損失合計 2,179,035 95,466

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失
（△）

△1,481,404 1,118,798

法人税、住民税及び事業税 108,358 43,434

法人税等調整額 △17,830 14,644

法人税等還付税額 － △8,968

法人税等合計 90,527 49,110

少数株主利益又は少数株主損失（△） 49,628 △228

当期純利益又は当期純損失（△） △1,621,560 1,069,916

 



(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,540,000 1,540,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,540,000 1,540,000

資本剰余金

前期末残高 1,510,000 1,510,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,510,000 1,510,000

利益剰余金

前期末残高 △2,274,829 △3,896,390

当期変動額

当期純利益 △1,621,560 1,069,916

連結範囲の変動 － 1,472

当期変動額合計 △1,621,560 1,071,389

当期末残高 △3,896,390 △2,825,000

自己株式

前期末残高 △476 △476

当期変動額

当期変動額合計 － △128

当期末残高 △476 △605

株主資本合計

前期末残高 774,694 △846,866

当期変動額

当期純利益 △1,621,560 1,069,916

連結範囲の変動 － 1,472

自己株式の取得 － △128

当期変動額合計 △1,621,560 1,071,260

当期末残高 △846,866 224,394

 



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 109,266 48,143

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△61,122 △43,316

当期変動額合計 △61,122 △43,316

当期末残高 48,143 4,826

為替換算調整勘定

前期末残高 － －

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 109,266 48,143

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△61,122 △43,316

当期変動額合計 △61,122 △43,316

当期末残高 48,143 4,826

少数株主持分

前期末残高 204,296 95,016

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △109,279 △2,249

当期変動額合計 △109,279 △2,249

当期末残高 95,016 92,767

純資産合計

前期末残高 1,088,257 △703,705

当期変動額

当期純利益 △1,621,560 1,069,916

連結範囲の変動 － 1,472

自己株式の取得 － △128

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △170,402 △45,566

当期変動額合計 △1,791,963 1,025,693

当期末残高 △703,705 321,988

 



(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△1,481,404 1,118,798

減価償却費 139,503 11,401

減損損失 1,679,218 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,636 △1,283

賞与引当金の増減額（△は減少） 51,290 58,118

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,732 24,904

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,216 2,135

受取利息及び受取配当金 △11,135 △9,951

支払利息 81,824 53,483

投資有価証券評価損益（△は益） 22,291 30,926

有形固定資産売却損益（△は益） － △890,885

有形固定資産除却損 1,888 2,513

売上債権の増減額（△は増加） 429,145 852,440

たな卸資産の増減額（△は増加） 147,846 32,671

仕入債務の増減額（△は減少） △221,831 △432,166

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,077 △79,865

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 367,700 24,421

受注損失引当金の増減額（△は減少） － 15,991

製品補償引当金の増減額（△は減少） － 37,605

その他 △158,415 △475,410

小計 1,033,693 375,847

利息及び配当金の受取額 11,257 10,013

利息の支払額 △82,488 △48,348

法人税等の支払額 △145,774 △83,640

営業活動によるキャッシュ・フロー 816,687 253,872

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △42,825 △38,919

定期預金の払戻による収入 42,818 77,834

有形固定資産の取得による支出 △34,829 △16,214

有形固定資産の売却による収入 69 988,000

投資有価証券の取得による支出 △32,326 △6,543

投資有価証券の売却による収入 － 3,490

子会社株式の取得による支出 △156,815 －

事業譲渡による収入 － 82,812

貸付けによる支出 △641,400 △50,000

貸付金の回収による収入 273,732 421,727

会員権の売却による収入 900 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △71,868

その他 △7,829 1,412

投資活動によるキャッシュ・フロー △598,507 1,391,732

 



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △202,943 △979,000

長期借入れによる収入 － 989,000

長期借入金の返済による支出 △352,929 △1,085,046

社債の償還による支出 － △500,000

自己株式の取得による支出 － △128

財務活動によるキャッシュ・フロー △555,872 △1,575,174

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △337,691 70,429

現金及び現金同等物の期首残高 933,315 595,623

現金及び現金同等物の期末残高 595,623 666,053

 



  

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当社グループは、主要取引先からの携帯電話関連基板

の受注高が大幅に減少したことにより第62期（平成16年

2月1日から平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連

続して多額な営業損失を計上し、また連結キャシュ・フ

ロー計算書における営業活動キャシュ・フローも第63期

連結会計年度（平成16年10月1日から平成17年3月31日ま

での６ヶ月決算）から３期連続してマイナスとなってお

りましたが、システム事業の積極的な事業拡大により前

連結会計年度（第65期）において４期ぶりに黒字に転じ

ることができました。当連結会計年度におきましてもプ

リント配線板事業において①営業体制の見直し②生産効

率の徹底した改善③不採算製品の整理④新技術を駆使し

た新規顧客拡大⑤最低限度の生産体制のための人員の削

減見直し等を行い、経営方針の転換を進めてまいりまし

たが、これらの対策も思うように奏功せず、当社のプリ

ント配線板事業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増

し、同セグメントにおいては当事業年度も多額の営業損

失を計上いたしました。また、システム事業においても

今後は競争企業の参入が増加しコスト競争がより激しく

なっていくことが予想されることから、当社は平成20年

４月４日開催の当社取締役会において、平成20年７月１

日をもって当社のプリント配線板事業を会社分割により

新設会社に承継させた上で、新設会社の全株式を㈱キョ

ウデンに譲渡することにつき、平成20年６月27日開催予

定の定時株主総会に提案することを決定いたしました。

なお、当該会社分割及び株式譲渡の取締役会決議日、

並びに株式譲渡契約締結日は平成20年４月４日でありま

すが、当連結会計年度中における検討の過程等を勘案す

ると実質的な意思決定は当連結会計年度内（平成20年３

月期）に行われたと判断できることから、これに係る損

失を当連結会計年度において計上することといたしまし

た。すなわち、当該会社分割及び株式譲渡を決議したこ

とによりプリント配線板事業の譲渡価格が確定したこと

に伴い、当事業年度末において同事業で使用している製

造設備の減損損失 1,679,218千円を認識いたしました。

また、本分割により新会社に承継するプリント配線板事

業に関わる資産及び負債の当連結会計年度末の簿価によ

る純資産額と譲渡価額との差額 367,700千円を事業移転

損失引当金繰入額として認識し、減損損失と合わせて 

2,046,918千円を特別損失に計上いたしました。

───────

 



  

  

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 これにより、当連結会計年度末におきましては 

703,705千円の債務超過となったことから企業継続性に

ついての重要な疑義が発生いたしておりますが、これに

対しましては、当該会社分割において発生しうる損失の

うち現時点において把握できるすべての損失を当連結会

計年度において計上済みであることから、当社の親会社

であるＴＣＳホールディングス㈱とそのグループ企業と

の協力体制のもと、①黒字部門であるシステム事業に経

営資源の集中を図り、当社を取り巻く事業環境の変化に

迅速に対応して経営の改善と安定化を図られる見通しで

あること。また、②会社分割の承継資産対象から除外し

ております横浜工場を売却することにより売却益を計上

する計画であること。などの諸施策により第67期連結会

計年度末までの債務超過解消に邁進してまいります。

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。

 



  

  

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項  子会社６社のうちアイレックスシス

テム㈱、㈱アイレックスインダストリ

アルソリューションズ、㈱アイレック

スソハード、アイレックスインフォテ

ック㈱、Rex Technologies  

Philippines,Inc.の５社を連結の範囲

に含めております。

他の子会社、REX ECHNOLOGY,INC．

は総資産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金等(持分に

見合う額)がいずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりませんので

連結の範囲から除外しております。

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会

社の名称
連結子会社の数 
 ４社
主要な連結子会社の名称

アイレックスシステム㈱、㈱アイレ
ックスインダストリアルソリューショ
ンズ、㈱アイレックスソハード、アイ
レックスインフォテック㈱
 なお、前連結会計年度まで連結の範

囲に含めていたRex Technologies 

Philippines,Inc.は平成20年11月26日

をもって清算手続きを完了したため、

当連結会計年度において連結の範囲か

ら除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
 REX TECHNOLOGY,INC．

連結の範囲から除いた理由

REX  TECHNOLOGY,INC．は総資産、

売上高、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金等(持分に見合う額)が

いずれも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしておりませんので連結の範囲か

ら除外しております。

２ 持分法の適用に関する事

項

関連会社の㈱アイテクデザイン１社
については持分法を適用しておりま
す。

非連結子会社のREX  TECHNOLOGY, 
INC．は、当期純損益及び利益剰余金等
に与える影響が軽微であり、かつ全体
としての重要性もない為、持分法を適
用しておりません。

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は

関連会社の数及び主要な会社等の名

称

  該当事項はありません。

 なお、前連結会計年度まで持分法の

適用の範囲に含めていた㈱アイテクデ

ザインは平成20年12月29日付けにて当

社が保有する全株式を売却したため、

当連結会計年度において持分法の適用

範囲から除外しております。

(2)持分法を適用しない非連結子会社又

は関連会社の名称等

主要な会社等の名称 

 REX TECHNOLOGY,INC．

持分法を適用しない理由
非連結子会社のREX  TECHNOLOGY, 

INC．は、当期純損益及び利益剰余金等
に与える影響が軽微であり、かつ全体
としての重要性もない為、持分法を適
用しておりません。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうちRex Technologies 
Philippines,Inc.の決算日は12月31日
であります。連結財務諸表の作成にあ
たっては12月31日現在の財務諸表を使
用し、連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上、必要な調
整を行っております。 
 また、それ以外の連結子会社の事業
年度末日と連結決算日は一致しており
ます。

連結子会社の決算日と連結決算日は
一致しております。

 



  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(イ)有価証券 その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

時価のないもの

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

  (ロ)たな卸資産 製品

 総平均法による原価法

製品

───────

仕掛品

プリント配線板事業：総平均法によ

る原価法

システム開発事業：個別法によ

る原価法

仕掛品

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

原材料

 月次移動平均法による原価法

原材料

───────

貯蔵品

 最終仕入原価法

 但し、一部の貯蔵品については月次

移動平均法による原価法

貯蔵品

───────

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「棚卸資産の
評価に関する会計基準」（企業会計基
準第９号 平成18年７月５日公表分）
を適用しております。 
 この結果、従来の方法によった場合
と比べて、当連結会計年度における売
上総利益及び営業利益、経常利益は、
それぞれ81,617千円少なく計上されて
おります。 
 なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載しております。 
 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産
主に定額法

有形固定資産
同左

無形固定資産

 定額法

 但し、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

無形固定資産

同左

 



  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金  期末債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

同左

  (ロ)賞与引当金  従業員賞与の支給に備えて支給見込

額基準により計上しております。

同左

   (ハ)退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、計上

しております。 

 また、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数(10年)による定額法により

翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務見込

額に基づき、計上しております。

（追加情報）
 当社は、プリント配線板事業の会社
分割による分社化及び株式譲渡により
退職年金加入人数が著しく減少し合理
的に数理計算を行うことが困難となっ
たため、当連結会計年度より簡便法
（自己都合要支給額）に変更しており
ます。

  (ニ)役員退職慰労引当金  一部の連結子会社で役員の退職慰労

金の支出に備えるため、役員退任慰労

金規程に基づく当連結会計年度末にお

ける要支給額を計上しております。

同左

  (ホ)事業整理損失引当金  会社分割及び株式譲渡により発生す

る損失に備えるため、当社が負担する

こととなる損失見込額を計上しており

ます。

───────

  (ヘ)受注損失引当金 ――――――――  一括請負契約により受注した案件の

損失に備えるため、受注済案件のうち

当連結会計年度末において損失が確実

視され、かつ、その金額を合理的に見

積ることができるものについては、将

来発生が見込まれる損失額を計上して

おります。

  (ト)製品補償引当金 ――――――――  当社が製作・販売した製品に関する

瑕疵担保責任による将来発生し得る損

失に備えるため、補償負担見込額を計

上しております。

 (4) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

スリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

     ――――――――

 



  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 (5) 消費税等の会計処理方  

   法 

  

５ 連結子会社の資産及び負 

  債の評価に関する事項

当社及び国内子会社は税抜方式によっ

ております 

  

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております 

  

        同左

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

 のれん及び負ののれんの償却につい

ては、５年間の均等償却を行っており

ます。

同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヵ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

 



  

  

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（役員退職慰労引当金の新設）  

 従来、一部の連結子会社において役員退職慰労引当

金は支出時に費用処理しておりましたが、「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並

びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第

42号）が平成19年４月13日に発表されたことを機に、

役員退職慰労引当金に係る規程を整備したことに伴

い、連結会計年度末に在任している取締役及び監査役

に対して当連結会計年度末までに発生していると認め

られる金額を同規程に基づき計算し役員退職慰労引当

金として計上しております。  

 この結果、営業利益、経常利益が1,216千円少なく

計上されており、税金等調整前当期純損失は同額多く

計上されております。  

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

 

       ―――――――――――

       ――――――――――― （リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より、「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 （平

成５年６月17日（企業審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあ

りません。
 



  

  

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（連結貸借対照表） 

（短期貸付金）  

 前連結会計年度において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「短期貸付金」（前連結会計

年度 2,074千円)は資産総額の100分の5を超えたた

め、当連結会計年度より区分掲記しております。

（連結貸借対照表）  

（たな卸資産） 

 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として

掲記されたものは、当連結会計年度から「商品及び製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に

含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯

蔵 品」は、そ れ ぞ れ 97,775 千 円、202,738 千 円、

77,977千円であります。 

 

（短期繰延税金資産） 

 前連結会計年度において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「短期繰延税金資産」（前連

結会計年度 27,705千円)は重要性が増したため、当連

結会計年度より区分掲記しております。 

 

（建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具

及び備品） 

 前連結会計年度において区分掲記していた「建物及

び構築物」、「機械装置及び運搬具」、「工具、器具

及び備品」は資産総額の100分の１を下回ったため、

当連結会計年度において有形固定資産の「その他」に

含めて表示しております。なお、当連結会計年度にお

ける当該勘定科目の金額は、それぞれ13,298千円、0

千円、2,829千円であります。

(未払金） 

 前連結会計年度において流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未払金」(前連結会計年度 

331,071千円)は、負債純資産総額の100分の５を超え

たため、当連結会計年度より区分掲記しております。

 

――――――――――

 



  

  

  

【追加情報】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（1) 連結子会社の財務諸表の作成基準

連結子会社Rex Technologies Philippines,Inc.は

平成14年12月に閉鎖を決定し、平成15年３月18日開催

の株 主総会によって解散を決議しました。このた

め、当該連結子会社は、平成14年12月31日に終了する

事業年度以降の財務諸表作成に当たり、企業継続を前

提にした基準から清算を前提にした基準に変更してお

ります。したがって、当該連結子会社の財務諸表は、

資産については処分可能見込み額にて、また、負債に

ついては支払見込み額によって作成しております。

(2) 賞与引当金の計上 

当連結会計年度より、当社システム事業本部の賞与

支給基準が具体的に定められたため、当該基準に基づ

き計上しております。  

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、

営業利益、経常利益はそれぞれ21,035千円少なく計上

されており、税金等調整前当期純損失は同額多く計上

されております。

(1) 受注損失引当金

 一括請負契約により受注した案件の損失に備えるた

め、受注済案件のうち当連結会計年度末において損失

が確実視され、かつ、その金額を合理的に見積ること

ができるものについては、将来発生が見込まれる損失

額を計上しております。 

 なお、これにより、当連結会計年度の売上総利益及

び営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ15,991千円少なく計上されております。

  
 
(2)製品補償引当金 

 当社が製作・販売した製品に関する瑕疵担保責任によ

り将来発生し得る損失に備えるため、補償負担見込額を

計上しております。 

 なお、これにより、当連結会計年度の税金等調整前当

期純利益は37,605千円少なく計上されております。

 

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

※１ 担保資産

建物及び構築物 165,718千円

機械装置及び運搬具 852千円

工具、器具及び備品 22千円

土地 287,454千円

投資有価証券 198,150千円

計 652,198千円
 

※１ 担保資産 

        ―――――――――

   上記に対する債務

１年内に返済する長期借入金 118,796千円

長期借入金 189,250千円

短期借入金 503,000千円

計 811,046千円
 

２  連結財務諸表提出会社は、運転資金の効率的な調 

  達を行うため、取引銀行１行と当座借越契約を締結 

  しております。これら契約に基づく当連結会計年度 

  末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座借越極度額の総額 400,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円
 

２   

                ――――――――――

 



(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 
───────

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額

売上原価 81,617千円

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

報酬及び給与 366,720千円

賞与引当金繰入額 7,437千円

退職給付費用 19,726千円

貸倒引当金繰入額 502千円
 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

報酬及び給与 359,127千円

賞与引当金繰入額 21,474千円

退職給付費用 17,130千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,237千円

※３ 研究開発費の総額

   一般管理費に含まれる研究開発費はありません。
 

※３ 研究開発費の総額

同左

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 66千円
 

 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 17,749千円

土地 873,136千円

計 890,885千円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 1,888千円
 

  
  
 
  
 
※６ 減損損失           

 当社グループは以下の資産グループについて減損損
失を計上いたしました。          

場 所 用 途 種  類

本社工場  

及び  

横浜工場 

  

 

 

プリント 

配線板 

製造設備 

  

 

 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品 

土地 

リース資産 

無形固定資産
 

（経緯）
 継続的に営業損失を計上している資産グループ、
及び遊休となっている資産の帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上し
ております。 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 576千円

機械装置及び運搬具 1,909千円

工具、器具及び備品 26千円

計 2,513千円

※６ 減損損失 
       ―――――――――――        

 



  

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

記載事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（減損損失の金額）

種   類  金   額

建物及び構築物   

機械装置及び運搬具  

工具、器具及び備品 

土地  

リース資産 

無形固定資産 

   557,777千円

   57,929千円

66,367千円

 775,503千円

220,379千円

1,261千円

合計  1,679,218千円
 

（グルーピングの方法）
 当社グループは、減損会計の適用に当たって、事
業のセグメント別にグルーピングしているほか、賃
貸用不動産を単位として行っております。

（回収可能価額の算定方法等） 
 回収可能価額は平成20年4月1日から平成20年6月30
日（会社分割による株式譲渡予定日の前日）までの
間のプリント配線板事業の継続的使用によるキャッ
シュフロー及び平成20年7月1日付けにて予定してい
る株式譲渡の代金のうち上記のプリント配線板事業
の用に供する製造設備分相当額に基づいて算定して
おります。 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,417,400 － － 29,417,400

A種優先株式（株） 16,000,000 － － 16,000,000

計 45,417,400 － － 45,417,400
 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,213 － － 3,213
 



  
当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

自己株式の増加数の内訳は、次の通りであります。 

 普通株式の取得による増加 1,669株 

  

  

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,417,400 － － 29,417,400

A種優先株式（株） 16,000,000 － － 16,000,000

計 45,417,400 － － 45,417,400
 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,213 1,669 － 4,882
 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 634,538千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △38,914千円

現金及び現金同等物 595,623千円
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 666,053千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 666,053千円

２ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳

 プリント配線版事業の会社分割による分社化及び株

式譲渡に伴う譲渡時の資産及び負債の内訳並びに同社

の譲渡価額と譲渡による収入は次のとおりでありま

す。

流動資産 340,566千円

固定資産 330,768千円

流動負債 △533千円

固定負債 △351,515千円

事業整理損失 △19,285千円

㈱キョウデンファイン

テックの売却価額
300,000千円

現金及び現金同等物 △217,187千円

差引：事業譲渡による 

収入
82,812千円

 



リース取引関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、ストック・オプション等関係、関連当

事者情報に関する注記事項につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えら

れるため、開示を省略しております。 

  

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

  

  
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

  
該当事項はありません。 

  

  

(開示の省略)

(有価証券関係)

１ その他有価証券で時価のあるもの

前連結会計年度(平成20年３月31日) 当連結会計年度(平成21年３月31日)

取得原価 
(千円)

連結貸借対
照表計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結貸借対 
照表計上額 
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

 株式 90,113 187,590 97,477 63,010 92,255 29,244

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

 株式 120,726 103,742 △16,983 123,115 102,424 △20,690

合計 210,840 291,333 80,493 186,126 194,679 8,553
 

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

３ 時価評価されていない主な有価証券



(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

  税務上の繰越欠損金 1,721,087千円

  未払事業所税 5,969千円

未払事業税 8,227千円

  貸倒引当金 8,666千円

  賞与引当金 42,948千円

  一括償却資産 918千円

  退職給付引当金 153,136千円

  役員退職慰労引当金 497千円

有価証券評価損 12,040千円

  会員権評価損 8,041千円

  棚卸資産評価損 43,799千円

  減損損失 1,177,637千円

  その他 5,085千円

   繰延税金資産小計 3,188,051千円

  評価性引当金 △3,136,429千円

   繰延税金資産合計 51,622千円

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 35,651千円

   繰延税金負債合計 35,651千円
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

 税務上の繰越欠損金 3,159,224千円

 未払事業所税 2,661千円

 貸倒引当金 17,612千円

 賞与引当金 66,643千円

 一括償却資産 804千円

 退職給付引当金 20,541千円

 役員退職慰労引当金 556千円

有価証券評価損 19,764千円

 会員権評価損 8,118千円

 減損損失 1,134千円

 受注損失引当金 6,561千円

 製品補償引当金 15,429千円

  その他 6,991千円

   繰延税金資産小計 3,326,043千円

  評価性引当金 △3,289,948千円

   繰延税金資産合計 36,095千円

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 6,141千円

   繰延税金負債合計 6,141千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

しておりません。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.03%

（調整）

評価性引当金の増減 △38.99%

交際費等永久に損金に算入されない 
 項目

0.15%

受取配当金等永久に益金に算入され 
 ない項目

△0.02%

住民税均等割 1.48%

法人税等還付税額 △0.80%

その他 1.55%

税効果会計適用後の法人税等の負担 
 率

4.39%
 

 



（共通支配下の取引等） 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法形式、結合企業名

の名称、並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

(2) 企業結合の法形式 

少数株主より子会社株式を取得する方式 

(3) 取引の目的を含む取引の概要 

 有価証券報告書提出会社は、当連結会計年度中に上記４社の子会社株式を追加取得いたし

ました。当該取引は、当社グループにおける当社の子会社統制をさらに強化するために実施

したものであります。 

２．実施した会計処理の概要 

 当該取引は、少数株主との取引に該当いたします。追加取得した株式に対応する持分を少数株

主持分から減額し、追加取得により増加した親会社の持分を追加投資額と相殺消去し、追加取得

持分と追加投資額との間に生じた差額をのれん、又は負ののれんとして処理しております。 

３．被取得企業の取得原価 

  

４．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

(2) のれんの発生原因 

 当社が追加取得した取得原価と追加取得により減少する少数株主持分の間に差額が生じた

ためであります。 

(3) のれんの償却の方法及び償却期間 

 ５年間で均等償却 

(企業結合等関係)

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

結合当事企業 事業の内容

① アイレックスシステム㈱ システム事業

② ㈱アイレックスインダストリアルソリューションズ システム事業

③ ㈱アイレックスソハード システム事業

④ アイレックスインフォテック㈱ システム事業
 

結合当事企業
取得原価
（千円）

取得原価の内訳

① アイレックスシステム㈱ 37,992 普通株式の取得代金

②
㈱アイレックスインダストリアルソリュー
ションズ

86,023 普通株式の取得代金

③ ㈱アイレックスソハード 14,800 普通株式の取得代金

④ アイレックスインフォテック㈱ 18,000 普通株式の取得代金

合計 156,815
 

結合当事企業
のれん又は 

負ののれん（△） 
（千円）

① アイレックスシステム㈱ △3,244

② ㈱アイレックスインダストリアルソリューションズ △916

③ ㈱アイレックスソハード 226

④ アイレックスインフォテック㈱ 1,840
 



  
５．企業結合契約に規定される条件付き取得対価の内容及び当連結会計年度以降の会計処理方針 

 当該４銘柄の株式の譲渡に当たっては、すべて当該企業の取締役会の決議を必要とする旨の譲

渡制限事項がございます。 

６．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

 該当事項はありません。 

  

（会社分割） 

１．分割会社の名称、分割した事業の内容、会社分割を行った主な理由、会社分割日及び法的形式を

含む会社分割の概要 

(1) 分割会社の名称、分割した事業の内容 

株式会社キョウデンファインテック   

  プリント配線板事業 

(2) 会社分割を行った主な理由 

 当社グループは、主要取引先からの携帯電話関連基板の受注高が大幅に減少したことにより第

62期（平成16年2月1日から平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連続して多額な営業損失を

計上し、また、連結キャッシュ・フロー計算書における営業活動キャッシュ・フローも第63期連

結会計年度（平成16年10月１日から平成17年３月31日までの６ヶ月決算）から３期連続してマイ

ナスとなっておりましたが、システム事業の積極的な事業拡大により第65期において４期ぶりに

黒字に転じることができました。前連結会計年度（第66期）におきましてもプリント配線板事業

において経営合理化のための諸施策を行い経営方針の転換を進めてまいりましたが、これらの対

策も思うように奏功せず、当社のプリント配線板事業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増

し、また、システム事業においても今後は競争企業の参入が増加しコスト競争がより激しくなっ

ていくことが予想されることから、当社のプリント配線板事業を会社分割により新設会社に承継

させた上で新設会社の全株式を株式会社キョウデンに譲渡することにつき、平成20年４月４日開

催の当社取締役会決裁にて決定いたしました。 

 株式会社キョウデンはコア事業であるプリント配線基板事業を設計・試作から部品実装まで国

内・海外で展開しており、長年の経験と実績を持つ会社です。また、当社が保有している薄板化

やビルドアップ基板、モジュール基板などの強化も進めており、当社がこれまで培った技術や人

材を得ることで大きなシナジー効果が得られると期待しております。 

 以上のことから、当社はプリント配線板事業に従事している従業員の継続雇用維持と、将来に

わたり取引先への安定した製品供給が可能であることから株式会社キョウデンを譲渡先として選

定いたしました。また、譲渡の方法につきましてはプリント配線板事業の円滑な譲渡承継を行う

ために会社分割による分社化を行うと共に、その全株式を譲渡することといたしました。 

(3) 会社分割日 

平成20年７月１日 

(4) 法的形式を含む会社分割の概要 

 株式会社アイレックスを分割会社とし、プリント配線板事業を新設会社「株式会社キョウデン

ファインテック」に承継させる分社型単独新設分割です。 
  

２．実施した会計処理の内容 

(1) 事業移転損失の金額 

 当該会社分割及び株式譲渡に係る損失は、当該会社分割及び株式譲渡を決議したことによりプ

リント配線板事業の譲渡価格が確定したことに伴い、同事業で使用している製造設備の減損損失

1,679,218千円と、本分割により新会社に承継するプリント配線板事業に関わる資産及び負債の

前連結会計年度末の簿価による純資産額と譲渡価額との差額 367,700千円を事業移転損失引当金

繰入額として認識し、減損損失と合わせて 2,046,918千円を前連結会計年度において特別損失に

計上いたしました。 

 当連結会計年度においては、予定通り平成21年７月１日付けにて会社分割と株式譲渡を実施

し、事業承継日におけるプリント配線板事業に関わる資産及び負債の簿価による純資産額と譲渡

価額との差額及びその後に発生した経費392,121千円から前連結会計年度に計上した事業移転損

失引当金367,700千円を控除し、24,421千円を事業整理損失に計上いたしました。 

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)



  
(2) 承継した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価格並びにその主な内訳 

  

３．連結財務諸表に計上されている分割した事業に係る損益の概算額 

  
  

  

  

流動資産 340,566千円

有形固定資産 318,718千円

無形固定資産 269千円

投資その他の資産 11,780千円

資産合計 671,334千円
 

流動負債 533千円

固定負債 351,515千円

負債合計 352,049千円
 

当連結会計年度

売上高 618,684千円

営業損失 319,139千円
 



  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

（注）１．事業区分の方法 

当社の事業区分の方法は、事業の性質、製品の種類等の類似性を考慮して、プリント配線板の製造・

販売を中心としたプリント配線板事業と、ソフトウェア開発等を中心としたシステム事業に区分して

おります。 

２．各事業区分の主要な製品・サービス等 

(1) プリント配線板事業……両面、多層プリント配線板、部品搭載、電子製品の組み立て加工。 

(2) システム事業……………電子回路設計開発、ハードウェア開発、各種システムテスト・総合評

価・検査及び品質保証業務、アプリケーション開発、システムコンサル

テーション、インターネット関連等。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(561,268千円)の主なものは、本社での運転資金

(現金及び預金)、及び貸付金等であります。 

４．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は225,181千円であり、当社の管

理部門に係る費用であります。 

  ５.「会計方針の変更」に記載のとおり、従来、一部の連結子会社において役員退職慰労引当金は支出時に

費用処理しておりましたが、当連結会計年度から発生時に費用処理する方法に変更しております。 

 この変更は、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金

等に関する監査上の取扱い」(日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第42号)が平成19年4月13

日に発表されたことを機に、役員退職慰労引当金に係る規程を整備したことに伴うものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「システム事業」の営業費用が1,216千円多

く、営業利益が同額少なく計上されております。 

（追加情報） 

従来、当社管理部門は主にプリント配線板事業に従事していたため当該部門の費用は同事業

に帰属するものとして処理しておりましたが、システム事業の取引高の増加、及び出向社員を

含む従業員の増加等に伴いシステム事業に係る事務処理の負担が増大したため、当該部門の費

用はプリント配線板事業セグメントから除外し全社費用として処理することといたしました。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、プリント配線板事業の営業費用は225,181千円減

少し、営業損失が同額減少しております。 

  

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

プリント 

配線板事業 

（千円）

システム 

事業 

（千円）

 

計 

（千円）

消去又は 

全社 

（千円）

 

連結 

（千円）

Ⅰ 売上高

(1)外部顧客に対する売上高 2,976,071 7,312,693 10,288,765 － 10,288,765

(2)セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 2,976,071 7,312,693 10,288,765 － 10,288,765

  営業費用 3,857,083 5,450,249 9,307,333 225,181 9,532,514

  営業利益又は営業損失（△） △881,011 1,862,443 981,432 （225,181） 756,250

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失
及び資本的支出

資産 1,973,676 1,883,958 3,857,635 561,268 4,418,903

減価償却費

減損損失

124,411 

1,679,218

828

－

125,240 

1,679,218

14,262

－

139,503 

1,679,218

資本的支出 47,853 1,689 49,542 790 50,332
 



  
当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

（注）１．事業区分の方法 

当社の事業区分の方法は、事業の性質、製品の種類等の類似性を考慮して、プリント配線板の製造・

販売を中心としたプリント配線板事業と、ソフトウェア開発等を中心としたシステム事業に区分して

おります。 

２．各事業区分の主要な製品・サービス等 

(1) プリント配線板事業……両面、多層プリント配線板、部品搭載、電子製品の組み立て加工。 

(2) システム事業……………電子回路設計開発、ハードウェア開発、各種システムテスト・総合評

価・検査及び品質保証業務、アプリケーション開発、システムコンサル

テーション、インターネット関連等。 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 29,642千円であり、当社の管

理部門に係る費用であります。 

４．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載の通り、従来、たな卸資産は主として

総平均法による原価法により算定しておりましたが、当連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年7月5日）が適用されたことに伴い、主として総平均法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価の切り下げ方法）により算定して

おります。これによりプリント配線基板事業の営業損失は81,617千円多く計上されております。 

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成20

年４月１日 至 平成21年３月31日)においては、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％超でありますので、所在地別セグメント

の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

プリント 

配線板事業 

（千円）

システム 

事業 

（千円）

 

計 

（千円）

消去又は 

全社 

（千円）

 

連結 

（千円）

Ⅰ 売上高

(1)外部顧客に対する売上高 618,684 6,748,620 7,367,304 ― 7,367,304

(2)セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 618,684 6,748,620 7,367,304 ― 7,367,304

  営業費用 937,824 6,039,114 6,976,938 29,642 7,006,580

  営業利益又は営業損失（△） △319,139 709,506 390,366 （29,642） 360,723

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失
及び資本的支出

資産 ― 1,862,838 1,862,838 532,470 2,395,308

減価償却費 8,341 1,836 10,178 1,834 12,012

資本的支出 2,150 7,322 9,472 ― 9,472
 

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高



  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  
２ １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 △81円 55銭
 

１株当たり純資産額 △46円   61銭

１株当たり当期純損失 55円 12銭
 

１株当たり当期純利益 36円   38銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   17円 42銭

 

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) △703,705 321,988

純資産の部の合計額から控除する金額 
（千円）
 （うちＡ種優先株式）
 （少数株主持分）

1,695,016
 

（ 1,600,000 ）
（ 95,016 ）

1,692,767
 

（ 1,600,000 ）
（   92,767 ）

普通株式に係る純資産額(千円) △2,398,722 △1,370,779

普通株式の発行済株式数(株) 29,417,400 29,417,400

普通株式の自己株式数（株） 3,213 4,882

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数（株）

29,414,187 29,412,518
 

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）(千円) △1,621,560 1,069,916

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）(千円)
△1,621,560 1,069,916

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 29,414,187 29,413,057

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定

に用いられた当期純利益調整額の主要な内訳
             ―              ―

当期純利益調整額（百万円） ― ―

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定

に用いられた普通株式増加数の主要な内訳 

 新株予約権(千株） ― 32,000,000
  
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

A種優先株式 16,000千株の普
通株式への転換予約権の行使
による株式の増加

（A種優先株式の概要）
①発行価額

１株につき  100円
②発行価額の総額

1,600,000千円
③転換請求期間

平成23年３月１日以降
④当初転換価額

１株につき  50円

───────



 



  

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 当連結会計年度末日後、平成20年4月4日の当社取締役

会決議に基づき、プリント配線板事業の会社分割による

譲渡に当たり、同事業において製造の用に供している本

社工場の根抵当権抹消のため、以下の借入を実行してお

ります。

(1)平成20年４月23日 取締役会決議

  資金使途 ： 金融機関からの借入金返済

  借入先 ： ＴＣＳホールディングス㈱

  金額
： 540,000千円

  利率 ： 年 2.00%

  実行日 : 平成20年４月30日

  返済期限 : 平成20年９月30日

  弁済方法 ： 一括返済
  担保及び保証

(2)平成20年５月15日 

   資金使途

  借入先

   金額

   利率

   実行日

  返済期限

  弁済方法

  担保及び保証

：

：

：

：

：

：

：

：

：

無担保、無保証

取締役会決議

金融機関からの借入金返済

ＴＣＳホールディングス㈱ 

940,000千円 

年 2.00% 

平成20年５月28日

平成24年１月31日

分割返済

無担保、無保証
 

      

――――――――――――

 



5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 274,635 251,969

受取手形 30,837 －

売掛金 1,677,042 886,060

製品 97,729 －

原材料 69,175 －

仕掛品 202,610 37,375

貯蔵品 8,801 －

前払費用 20,526 1,513

未収入金 10,498 25,981

短期貸付金 270,000 －

立替金 223 1,853

その他 31,082 10,536

貸倒引当金 △1,366 △693

流動資産合計 2,691,798 1,214,597

固定資産

有形固定資産

建物 2,409,144 27,004

減価償却累計額 △2,242,624 △16,874

建物（純額） 166,520 10,129

構築物 84,957 2,758

減価償却累計額 △82,423 △363

構築物（純額） 2,534 2,395

機械及び装置 1,888,119 －

減価償却累計額 △1,872,073 －

機械及び装置（純額） 16,046 －

車両運搬具 1,949 205

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,944 △204

車両運搬具（純額） 5 0

工具、器具及び備品 1,240,374 3,624

減価償却累計額 △1,220,021 △1,067

工具、器具及び備品（純額） 20,353 2,557

土地 292,741 64,185

有形固定資産合計 498,201 79,267

無形固定資産

ソフトウエア 1,385 1,134

電話加入権 512 341

水道施設利用権 103 －

無形固定資産合計 2,001 1,476

投資その他の資産

投資有価証券 250,796 154,612

関係会社株式 274,165 274,165

出資金 10 10

従業員に対する長期貸付金 11,775 66

破産更生債権等 42,651 41,113

施設利用会員権 1,933 1,933

敷金及び保証金 － 50,804

その他 3,539 －

貸倒引当金 △42,661 △41,113

投資その他の資産合計 542,210 481,593

固定資産合計 1,042,412 562,337

資産合計 3,734,211 1,776,934

 



(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 131,932 －

買掛金 488,453 220,877

短期借入金 503,000 －

関係会社短期借入金 500,000 －

1年内返済予定の長期借入金 310,796 －

1年内返済予定の関係会社長期借入金 － 180,000

1年内償還予定の社債 500,000 －

未払金 283,524 211,617

未払費用 50,465 29,014

未払法人税等 19,394 8,421

未払消費税等 69,927 －

預り金 3,038 5,878

賞与引当金 21,035 88,322

前受収益 440 428

設備関係支払手形 7,404 －

事業整理損失引当金 367,700 －

受注損失引当金 － 15,991

製品補償引当金 － 37,605

その他 14,688 6,593

流動負債合計 3,271,802 804,750

固定負債

長期借入金 689,250 －

関係会社長期借入金 － 724,000

繰延税金負債 35,651 6,141

退職給付引当金 356,110 21,187

長期未払金 － 172,716

長期リース資産減損勘定 355,612 －

その他 2,500 2,500

固定負債合計 1,439,124 926,545

負債合計 4,710,927 1,731,296

純資産の部

株主資本

資本金 1,540,000 1,540,000

資本剰余金

資本準備金 1,510,000 1,510,000

資本剰余金合計 1,510,000 1,510,000

利益剰余金

別途積立金 10,000 10,000

繰越利益剰余金 △4,088,314 △3,022,583

利益剰余金合計 △4,078,314 △3,012,583

自己株式 △476 △605

株主資本合計 △1,028,790 36,811

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 52,074 8,826

評価・換算差額等合計 52,074 8,826

純資産合計 △976,716 45,638

負債純資産合計 3,734,211 1,776,934

 



  

(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

売上高

売上高 7,647,242 4,759,240

売上原価

製品期首たな卸高 263,024 127,590

当期製品製造原価 5,439,490 3,951,545

当期製品仕入高 1,017,305 224,474

他勘定振替高 － 343,229

合計 6,719,820 3,960,380

製品期末たな卸高 127,590 －

売上原価合計 6,592,230 3,960,380

売上総利益 1,055,012 798,860

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 22,966 －

役員報酬 14,485 23,544

給料及び手当 235,672 193,573

賞与引当金繰入額 2,678 12,076

退職給付費用 17,836 15,061

福利厚生費 3,408 －

法定福利費 24,855 25,351

交際費 1,936 3,117

減価償却費 15,353 －

租税公課 27,857 10,729

リース費用 6,963 －

賃借料 4,334 24,280

業務委託費 41,328 35,987

支払手数料 － 30,185

採用費 － 10,602

その他 77,819 90,128

販売費及び一般管理費合計 497,496 474,638

営業利益 557,516 324,221

営業外収益

受取利息 4,651 2,323

受取配当金 5,189 4,652

受取賃貸料 12,276 6,778

仕入割引 81 27

その他 1,689 436

営業外収益合計 23,888 14,218

営業外費用

支払利息 71,451 47,636

社債利息 9,972 4,888

売上債権売却損 43 420

貸与資産リース費用 － 7,670

その他 6,081 5,631

営業外費用合計 87,548 66,246

経常利益 493,856 272,193

 



(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

特別利益

前期損益修正益 － 925

固定資産売却益 66 890,885

貸倒引当金戻入額 1,628 2,210

会員権売却益 500 －

その他 － 13

特別利益合計 2,194 894,036

特別損失

固定資産除却損 1,888 2,513

投資有価証券評価損 22,291 25,879

たな卸資産評価損 107,773 －

減損損失 1,679,218 －

事業整理損 － 24,421

事業整理損失引当金繰入額 367,700 －

製品補償引当金繰入額 － 37,605

特別損失合計 2,178,871 90,419

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,682,821 1,075,810

法人税、住民税及び事業税 10,561 10,079

当期純利益又は当期純損失（△） △1,693,383 1,065,730

 



(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,540,000 1,540,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,540,000 1,540,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,510,000 1,510,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,510,000 1,510,000

資本剰余金合計

前期末残高 1,510,000 1,510,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,510,000 1,510,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 10,000 10,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,000 10,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △2,394,931 △4,088,314

当期変動額

当期純利益 △1,693,383 1,065,730

当期変動額合計 △1,693,383 1,065,730

当期末残高 △4,088,314 △3,022,583

利益剰余金合計

前期末残高 △2,384,931 △4,078,314

当期変動額

当期純利益 △1,693,383 1,065,730

当期変動額合計 △1,693,383 1,065,730

当期末残高 △4,078,314 △3,012,583

自己株式

前期末残高 △476 △476

当期変動額

当期変動額合計 － △128

当期末残高 △476 △605

 



(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 664,592 △1,028,790

当期変動額

自己株式の取得 － △128

当期純利益 △1,693,383 1,065,730

当期変動額合計 △1,693,383 1,065,601

当期末残高 △1,028,790 36,811

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 110,468 52,074

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△58,394 △43,247

当期変動額合計 △58,394 △43,247

当期末残高 52,074 8,826

評価・換算差額等合計

前期末残高 110,468 52,074

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△58,394 △43,247

当期変動額合計 △58,394 △43,247

当期末残高 52,074 8,826

純資産合計

前期末残高 775,061 △976,716

当期変動額

自己株式の取得 － △128

当期純利益 △1,693,383 1,065,730

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △58,394 △43,247

当期変動額合計 △1,751,777 1,022,354

当期末残高 △976,716 45,638

 



  

  

(4)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当社は、主要取引先からの携帯電話関連基板の受注

高が大幅に減少したことにより第62期（平成16年2月1

日から平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連続

して多額な営業損失を計上いたしましたが、システム

事業の積極的な事業拡大により前事業年度（第65期）

において４期ぶりに黒字に転じることができました。

当事業年度におきましてもプリント配線板事業におい

て①営業体制の見直し②生産効率の徹底した改善③不

採算製品の整理④新技術を駆使した新規顧客拡大⑤最

低限度の生産体制のための人員の削減見直し等を行

い、経営方針の転換を進めてまいりましたが、これら

の対策も思うように奏功せず、当社のプリント配線板

事業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増し、同セ

グメントにおいては当事業年度も多額の営業損失を計

上いたしました。また、システム事業においても今後

は競争企業の参入が増加しコスト競争がより激しくな

っていくことが予想されることから、当社は平成20年

４月４日開催の当社取締役会において、平成20年７月

１日をもって当社のプリント配線板事業を会社分割に

より新設会社に承継させた上で、新設会社の全株式を

㈱キョウデンに譲渡することにつき、平成20年６月27

日開催予定の定時株主総会に提案することを決定いた

しました。

なお、当該会社分割及び株式譲渡の取締役会決議

日、並びに株式譲渡契約締結日は平成20年４月４日で

ありますが、当事業年度中における検討の過程等を勘

案すると実質的な意思決定は当事業年度内（平成20年

３月期）に行われたと判断できることから、これに係

る損失を当事業年度において計上することといたしま

した。すなわち、当該会社分割及び株式譲渡を決議し

たことによりプリント配線板事業の譲渡価格が確定し

たことに伴い、当事業年度末において同事業で使用し

ている製造設備の減損損失 1,679,218千円を認識いた

しました。また、本分割により新会社に承継するプリ

ント配線板事業に関わる資産及び負債の当事業年度末

の簿価による純資産額と譲渡価額との差額 367,700千

円を事業移転損失引当金繰入額として認識し、減損損

失と合わせて 2,046,918千円を特別損失に計上いたし

ました。

     ―――――――――――

 



    

  

前事業年度
(自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日)

  これにより、当事業年度末におきましては 976,716

千円の債務超過となったことから企業継続性について

の重要な疑義が発生いたしておりますが、これに対し

ましては、当該会社分割において発生しうる損失のう

ち現時点において把握できるすべての損失を当事業年

度において計上済みであることから、当社の親会社で

あるＴＣＳホールディングス㈱とそのグループ企業と

の協力体制のもと、①黒字部門であるシステム事業に

経営資源の集中を図り、当社を取り巻く事業環境の変

化に迅速に対応して経営の改善と安定化を図られる見

通しであること。また、②会社分割の承継資産対象か

ら除外しております横浜工場を売却することにより売

却益を計上する計画であること。などの諸施策により

第67期事業年度末までの債務超過解消に邁進してまい

ります。 

  財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

上記のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。
 



  

  

  

(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品

 総平均法による原価法

原材料

 月次移動平均法による原価法

仕掛品

プリント配線板事業：総平均法に

よる原価法

システム開発事業：個別法による

原価法

貯蔵品

 最終仕入原価法

 但し、一部の貯蔵品については月次

移動平均法による原価法

製品

───────

原材料

───────

仕掛品

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品

───────

（会計方針の変更）

当事業年度より、「棚卸資産の評価
に関する会計基準」（企業会計基準第
９号 平成18年７月５日公表分）を適
用しております。 
 この結果、従来の方法によった場合
と比べて、当事業年度における売上総
利益及び営業利益、経常利益は、それ
ぞれ81,617千円少なく計上されており
ます。

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

 定額法

有形固定資産

同左

無形固定資産

 定額法

 但し、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

無形固定資産

同左

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金      

  

 

  

              

  

 (2) 賞与引当金 

 

 

期末債権の貸倒損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

  

従業員賞与の支給に備えて支給見込額

基準により計上しております。

同左 

  

 

  

 

  

同左

 



  

  

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 (3) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 また、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数(10年)による定額法により

翌事業年度から費用処理しておりま

す。 

 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務見込

額に基づき計上しております。

（追加情報）
 当社は、プリント配線板事業の会社
分割による分社化及び株式譲渡により
退職年金加入人数が著しく減少し合理
的に数理計算を行うことが困難となっ
たため、当事業年度より簡便法（自己
都合要支給額）に変更しております。

  (4)事業整理損失引当金  会社分割及び株式譲渡により発生す

る損失に備えるため、当社が負担する

こととなる損失見込み額を計上してお

ります。 

 

     ――――――――

  (5)受注損失引当金      ――――――――  一括請負契約により受注した案件の

損失に備えるため、受注済案件のうち

当事業年度末において損失が確実視さ

れ、かつ、その金額を合理的に見積る

ことができるものについては、将来発

生が見込まれる損失額を計上しており

ます。

  (6)製品補償引当金      ――――――――  当社が製作・販売した製品に関する

瑕疵担保責任により将来発生し得る損

失に備えるため、補償負担見込額を計

上しております。

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

スリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 

――――――――

６ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております

 消費税等の会計処理 

同左

 



  

(6)【重要な会計方針の変更】

【会計処理の変更】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

         ――――――― （リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当会計年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準13号 （平成５年６月17日

（企業審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。 

 これによる当事業年度の損益に与える影響はございま

せん。

 



  

  

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

        ――――――― （貸借対照表）

（立替金）

 前事業年度において区分掲記しておりました「立替

金」（当事業年度1,853千円）は、重要性が低いため当

事業年度は流動資産の「その他」に含めて表示しており

ます。

（敷金及び保証金）

 前事業年度において固定資産の「その他」に含めて表

示しておりました「敷金及び保証金」（前事業年度

2,719千円）は、資産総額の100分の1を超えたため、当

事業年度において区分掲記しております。

        ――――――― （損益計算書）

（運賃及び荷造費）
前事業年度において区分掲記しておりました「運賃

及び荷造費」（当事業年度4,708千円）は、重要性が低
いため当事業年度は販売費及び一般管理費の「その
他」に含めて表示しております。

（福利厚生費）

 前事業年度において区分掲記しておりました「福利厚

生費」（当事業年度1,711千円）は、重要性が低いため

当事業年度は販売費及び一般管理費の「その他」に含め

て表示しております。

（減価償却費）

 前事業年度において区分掲記しておりました「減価償

却費」（当事業年度943千円）は、重要性が低いため当

事業年度は販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しております。

（リース費用）

 前事業年度において区分掲記しておりました「リース

費用」（当事業年度2,689千円）は、重要性が低いため

当事業年度は販売費及び一般管理費の「賃借料」に含め

て表示しております。

（採用費）

 前事業年度において販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「採用費」（前事業年

度150千円）は、重要性が増したため、当事業年度にお

いて区分掲記しております。

 



  

【追加情報】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

(賞与引当金の計上） 

 当事業年度より、当社システム事業本部の賞与支給基

準が具体的に定められたため、当該基準に基づき計上し

ております。  

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、営

業利益、経常利益はそれぞれ21,035千円少なく計上され

ており、税引前当期純損失は同額多く計上されておりま

す。    

（受注損失引当金）  

 一括請負契約により受注した案件の損失に備えるた

め、受注済案件のうち当事業年度末において損失が確実

視され、かつ、その金額を合理的に見積ることができる

ものについては、将来発生が見込まれる損失額を計上し

ております。 

 なお、これにより、当事業年度の売上総利益及び営業

利益、経常利益、税金等調整前当期純利益はそれぞれ 

15,991千円少なく計上されております。 

 

―――――――――― （製品補償引当金） 

 当社が製作・販売した製品に関する瑕疵担保責任によ

り将来発生し得る損失に備えるため、補償負担見込額を

計上しております。 

 なお、これにより、当事業年度の税金等調整前当期純

利益は37,605千円少なく計上されております。

 



  

  

  

(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

※１ 担保資産

建物 165,313千円

構築物 405千円

機械及び装置 852千円

工具器具及び備品 22千円

土地 287,454千円

投資有価証券 198,150千円

計 652,198千円
 

※１ 担保資産

      ―――――――――――

   上記に対する債務

１年内に返済する 
長期借入金

118,796千円

長期借入金 189,250千円

短期借入金 503,000千円

計 811,046千円
 

  

  ２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行１行と当座借越契約を締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度の借入未実行

残高は次のとおりであります。

当座借越極度額の総額 400,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円
 

  ２  

        ――――――――――――

 



(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 研究開発費の総額

   該当事項はありません。

※１ 研究開発費の総額

   該当事項はありません。

※２ 固定資産売却益

車両及び運搬具 66千円
 

※２ 固定資産売却益

建物 17,749千円

土地 873,136千円

計 890,885千円

※３ 固定資産除却損

 工具器具及び備品         1,888千

円

※４ 減損損失 

 当社は以下の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。     

場 所   用 途 種  類

本社工場  

及び  

横浜工場  

  

 

  

 

 

プリント 

配線板 

製造設備 

  

 

  

 

 

建物  

構築物 

機械及び装置  

車両及び運搬具 

工具器具及び備品  

土地  

リース資産  

無形固定資産 
 

(経緯）

 継続的に営業損失を計上している資産グループ、及
び遊休となっている資産の帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失として計上しており
ます。

(減損損失の金額）

種   類 金   額

建物  
構築物 
機械及び装置  
車両及び運搬具 
工具器具及び備品 
土地  
リース資産 
無形固定資産 

   551,003千円 
6,773千円 
57,910千円 

18千円 
66,367千円 
775,503千円 
220,379千円 
 1,261千円

合計 1,679,218千円
 

(グルーピングの方法）

 当社は、減損会計の適用にあたって、事業のセグ
メント別にグルーピングしているほか、賃貸用不動
産を単位として行っております。

(回収可能価額の算定方法等） 

 回収可能価額は平成20年4月1日から平成20年6月30
日（会社分割による株式譲渡予定日の前日）までの
間のプリント配線板事業の継続的使用によるキャッ
シュフロー及び平成20年7月1日付けにて予定してい
る株式譲渡の代金のうち上記のプリント配線板事業
の用に供する製造設備分相当額に基づいて算定して
おります。 

※３ 固定資産除却損

構築物 576千円

機械及び装置  1,909千円

工具、器具及び備品   26千円

計  2,513千円

※４       ―――――――――

 



  
  

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

    該当事項はありません。  

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

    自己株式の増加数の内訳は、次の通りであります。 

     普通株式の取得による増加 1,669株 

  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 3,213 － － 3,213
 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 3,213 1,669 － 4,882
 



リース取引関係、有価証券関係に関する注記事項につきましては、決算短信における開示の必要

性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

  

(開示の省略)



  

  

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 １．連結財務諸表等の注記（企業結合等関係）に記載しております。 

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 １．連結財務諸表等の注記（企業結合等関係）に記載しております。 

  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  税務上の繰越欠損金 1,721,087千円

未払事業税 4,401千円

  未払事業所税 5,969千円

  貸倒引当金 8,666千円

  賞与引当金 8,548千円

  一括償却資産 879千円

  退職給付引当金 144,723千円

  有価証券評価損 13,976千円

  会員権評価損 8,041千円

  事業再編整理損失 757,770千円

  減損損失 

  棚卸資産評価損

1,177,637千円

43,799千円

  その他 1,023千円

   繰延税金資産小計 3,896,525千円

  評価性引当金 △3,896,525千円

   繰延税金資産合計 －千円

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 35,651千円

   繰延税金負債合計 35,651千円
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  税務上の繰越欠損金 3,157,302千円

  未払事業所税 2,569千円

  貸倒引当金 17,184千円

  賞与引当金 36,238千円

  一括償却資産 784千円

  退職給付引当金 8,693千円

  有価証券評価損 19,764千円

  会員権評価損 8,118千円

  減損損失 1,134千円

  受注損失引当金 6,561千円

  製品補償引当金 15,429千円

  その他 3,328千円

   繰延税金資産小計 3,277,107千円

  評価性引当金 △3,277,107千円

   繰延税金資産合計 －千円

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 6,141千円

   繰延税金負債合計 6,141千円
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 課税所得が発生していないため、記載しておりませ

ん。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.03%

（調整）

評価性引当金の増減 △41.17%

交際費等永久に損金に算入されない 
 項目

0.13%

受取配当金等永久に益金に算入され 
 ない項目

△0.02%

住民税均等割 0.92%

その他 0.04%

税効果会計適用後の法人税等の負担 
 額

0.94%
 

(企業結合等関係)



  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益又は損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額(円) △87円 60銭 △52円 84銭

１株当たり当期純利益又は当期純損
失（△）(円)

△57円 57銭 36円 23銭

潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益(円)

潜在株式は存在しますが１株当たり

当期純損失であるため記載しており

ません。

         17円 35銭

 

前事業年度末
(平成20年３月31日)

当事業年度末
(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) △976,716 45,638

純資産の部の合計額から控除する金額 
(千円) 
 （うちＡ種優先株式）

1,600,000
（ 1,600,000 ）

1,600,000
（ 1,600,000  ）

普通株式に係る期末純資産額(千円) △2,576,716 △1,554,361

普通株式の発行済株式数(株) 29,417,400 29,417,400

普通株式の自己株式数（株） 3,213 4,882

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数（株）

29,414,187 29,412,518
 

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△1,693,383 1,065,730

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）(千円)
△1,693,383 1,065,730

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 29,414,187 29,413,057

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に用いられた当期純利益調整額の主要な内訳

（千円）

― ―

当期純利益調整額（千円） ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に用いられた普通株式増加数の主要な内訳 

 転換予約権（株） ─ 32,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

A種優先株式 16,000千株の普通

株式への転換予約権の行使によ

る株式の増加

(A種優先株式の概要）

①発行価額

１株につき  100円

②発行価額の総額

1,600,000千円

③転換請求期間

平成23年３月１日以降

④当初転換価額

１株につき  50円

───────

 



  

  

(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 当事業年度末日後、平成20年4月4日の当社取締役会決

議に基づき、プリント配線板事業の会社分割による譲渡

に当たり、同事業において製造の用に供している本社工

場の根抵当権抹消のため、以下の借入を実行しておりま

す。

(1)平成20年４月23日 取締役会決議

  資金使途 ： 金融機関からの借入金返済

  借入先 ： ＴＣＳホールディングス㈱

  金額 ： 540,000千円

  利率 ： 年 2.00%

  実行日 : 平成20年４月30日

  返済期限 : 平成20年９月30日

  弁済方法 ： 一括返済

  担保及び保証 無担保、無補償

(2)平成20年５月15日 

   資金使途

  借入先

   金額

   利率

   実行日

  返済期限

  弁済方法

  担保及び保証

：

：

：

：

：

：

：

取締役会決議

金融機関からの借入金返済

ＴＣＳホールディングス㈱ 

940,000千円 

年 2.00% 

平成20年５月28日

平成24年１月31日

分割返済

無担保、無保証

 

       ―――――――――――

 



①代表者の異動 

新任予定の代表取締役 

代表取締役社長 久次米 正明 現 取締役、アイレックスシステム㈱ 代表取締役社長    

退任予定の代表取締役 

取締役   馬場 芳彦  現 代表取締役社長                   

②その他の役員の異動 

新任取締役候補 

取締役   亀井 康之  現 人事部長                  

退任予定取締役 

取締役   佐藤 敏明 

 取締役   澤辺  功 

新任監査役候補 

監査役   岡本  充  現 東京コンピュータサービス㈱ 経理課次長        

退任予定監査役 

監査役   三垣  博  現 社外監査役               

(注）新任監査役候補 岡本 充氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他

重要な訴訟事件

 当社は、損害賠償等請求に関する以下の訴訟の提起を受けております。

 (1) 当該訴訟の提起があった年月日 平成20年12月26日

 (2) 当該訴訟を提起した者

① (イ) 商号 株式会社村田製作所

 （ロ）本店所在地 京都府長岡京市東神足１丁目10番１号

 （ハ）代表者 代表取締役社長 村田 恒夫

② (イ) 商号 株式会社小松村田製作所

 （ロ）本店所在地 石川県小松市光町93番地

 （ハ）代表者 代表取締役社長 萬代 治文
 

 (3) 当該訴訟の内容及び損害賠償請求金額

  ① 内容

 当社は平成20年７月１日付けにてプリント配線板事業を会社分割により新設会社

株式会社キョウデンファインテックに承継させた上で、新設会社の全株式を株式会

社キョウデンに譲渡し、現在はプリント配線板事業から撤退しております。 

 当該株式譲渡以前に当社が製造・販売したプリント配線板を使用して株式会社村

田製作所及び株式会社小松村田製作所が製造・販売した一部の製品について不具合

が発生し、同社らが納入先から損害賠償請求を受けたことをもって本件訴訟に至っ

た次第であります。

② 損害賠償請求金額

  310,227千円

③ 損益に与える影響

 当該訴訟に対し、当期に計上した損害賠償額はありません。

 
 




